
 
 
 
 
 

第５回 
相模原・津久井地域合併協議会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

日時：平成１６年８月２５日（水）午後２時から 

   場所：けやき会館 ５階 大樹の間 

＜相模原・津久井地域合併協議会事務局＞ 
〒229-0036 相模原市富士見６－６－２３ けやき会館３階 
TEL (042)769-8206（直通） FAX(042)768-4066 
E-mail:kouiki@city.sagamihara.kanagawa.jp 
URL  http://www.st-gappei.jp 



目  次 
 

議  事 

 

＜協議事項＞ 

 

協議第４号 新市の名称について（継続協議） ····················································· 1 

協議第13号 慣行の取扱いについて（継続協議） ·················································· 3 

協議第18号 地方税の取扱いについて ································································· 8 

協議第19号 国民健康保険事業の取扱いについて ·················································14 

協議第20号 介護保険事業の取扱いについて ·······················································29 

協議第21号 保健衛生事業の取扱いについて ·······················································39 

協議第22号 使用料、手数料の取扱いについて ····················································68 

協議第23号 補助金、交付金等の取扱いについて ··············································· 137 

 

 ＜報告事項＞ 

 

報告第20号 各種事務事業の取扱いについて（Ｂ・Ｃランク）その２ ···················· 166 

 

そ の 他 

 

第６回相模原・津久井地域合併協議会次第（案）について ··································· 194 



協議第４号 

 

   新市の名称について（継続協議） 

 

 新市の名称について、次のとおり協議を求める。 

 

平成１６年８月２５日提出 

 

相模原・津久井地域合併協議会会長 小川 勇夫  

 

 

 新市の名称は、相模原市とする。 



参 考 

 

編入合併の場合は、編入する市町村の法人格が継続することから、編入する市町村

の名称とすることが通常であるが、編入する市町村の名称を変更することにより新た

に制定することもできる。 

なお、編入合併に伴って市町村の名称を変更する場合は、地方自治法の規定により、

あらかじめ都道府県知事に協議し、条例で定める必要がある。 

 



新市名称関連資料 

「相模原」の歴史的背景  

 

 

１ 「相模原町」の誕生の経緯 

 

 (1) 相模野の開発・新田開発 

   江戸時代の相模原の中央部は「相模野」と呼ばれる雑草や雑木の茂る広大な原野で、水利に

乏しく、人々が居住するのを拒みつづけた。17 世紀も後半になると、農民は少しでも生活を

向上させようと苦労をして荒れ地を少しずつ開墾し、また、領主も有力な農民や商人の協力を

得て、新田の開発に力を入れた。その結果、江戸時代を通して、上矢部新田、大沼新田、溝境

新田、淵野辺新田、清兵衛新田の 5 つの新田が開発された。 

 

 (2) 町村制の施行 

   明治 22 年（1889）、町村制が施行されると、相模原市域は江戸時代に成立した 18 ヶ村から

新たに「相原・大野・大沢・麻溝・新磯・田名・溝」の 7 ヶ村に編成された。このうち「溝村」

は大正 15 年（1926）に町制がしかれ「上溝町」として発足した。 

 

 (3) 軍都計画の実施 

   昭和 10 年代、戦時色が濃くなると、相模原市域には陸軍士官学校、相模陸軍造兵廠などの

軍施設が次々と建設され、3 本の鉄道の開通とあいまって、相模原地域は大きく変わりつつあ

った。こうした発展を続ける相模原地域に対し、神奈川県は軍都の建設事業を実施することに

し、「相模原都市建設区画整理事業」が進められた。これにより現在の市域の中央部道路は縦

横に整理されている。 

 

 (4) 「相模原町」の誕生 

   都市建設区画整理事業の進行と共に、町村合併の気運が高まり、昭和 16 年（1941）6 つの

村（相原、大野、大沢、田名、麻溝、新磯）と 2 つの町（上溝、座間）が合併し、「相模原町」

が誕生した。当時の人口は 45,482 人、面積は 108.71ｋ㎡という日本一大きな町であった。 

 

           参考文献  「私たちの相模原」、「相模原市史」、「さがみはらの地名」 



２ 戦後相模原市の歩み 
 

相模原の誕生 

�相模原町の誕生 

 昭和１６年（１９４１年）４月２９日、上溝・座間の２町と相原・大野・大沢・田名・麻溝・新

磯の６村が合併して、日本一大きな町として高座郡相模原町が誕生しました。 
 この時「相模原」という地名が世に出て、平成１６年４月で６３年となります。 

�相模原市の誕生 

 昭和２８年９月、町村合併促進法が公布。町から市への移

行を目指す動きが全国各地で盛り上がりました。相模原では、

これより早く昭和２５年１０月、市制促進委員会を発足。市

に移行するための準備が進められました。 
 昭和２９年、町役場本庁舎が現在地に移転。町議会におい

ても市制研究会が設けられ、市への移行に弾みがつきました。

市制施行の議案は、臨時町議会にかけられ全員一致で可決。 
 こうして同年１１月２０日に相模原市が誕生しました。当時の人口は約８万、県下で１０番目の

市制のスタートとなりました。 
 今では人口６２万、全国で１９番目に人口が多い都市となり、本年５０周年を迎えます。 

 

昭和３０年代 

�工業都市へ、工場誘致条例制定 

 農業中心のまちから脱皮するため、昭和３０年７月に「工

場誘致条例」を制定。積極的な誘致活動を展開した結果、翌

３１年までに４社の進出が決定。同条例は３６年に廃止され

ましたが、この間に大手１８社の工場が次々と市内に進出

し、工業都市への基礎づくりが着実に進みました。 
 こうして３３年には首都圏整備法に基づく「市街地開発区

域」の第１号指定を受け、工業・住宅都市づくりを推進し、

大山工業団地など県北の内陸工業都市として一躍注目を集めるようになりました。 
 市にとって、昭和３０年代は農業から工業都市への「脱皮の時代」でした。 

 
 



昭和４０年代 

�１０年間で、市の人口が倍増 

 昭和３５年に１０万人を超えた市の人口は、その後、年１

０％以上の割合で増え続け、４０年には１５万人を突破。２

年後の４２年には２０万人の大台を超えました。人口増加の

勢いはその後も止まらず、昭和４０年代後半には高度経済成

長に歩調を合わせるように、東京・横浜への通勤圏にある相

模原市に、市外から大勢の人々が転入してきました。 
 そして４６年、市の人口は３０万人を超え、５２年にはつ

いに４０万人を突破。昭和４０年代の１０年間に市の人口は倍増、その数は地方の中核都市の人

口規模にも匹敵する激増ぶりでした。 

�子どもの増加で、学校が足りない 

 人口の急増は、都市づくりに大きなひずみをもたらします。子

どもの急増に小・中学校の建設が追いつかず、児童・生徒が１５

００人以上というマンモス校が続出しました。 
 市では、こうした状況を早期に解決し、教育環境を整えようと、

全国に先駆けた先行建築方式を導入。毎年５～６校の小・中学校

建設に全力をあげることとなります。    

�「貧乏白書」で、財政危機を訴え 

 昭和５０年、相模原市財政白書を発行。この白書には「こども急増びんぼうはくしょ」という

異例のサブタイトルが付けられ、相模原市は学校建設やごみ処理、下水道整備など、急激な人口

増加がもたらした緊急問題の解決に追われます。特に学校新設には大きな財政負担と苦労が伴い、

市の財政がひっ迫状態にあることを広く国や県及び、市民に訴えました。  

 



 

昭和５０年代 

 

�横浜線の複線化、京王相模原線全線開通 

 人口が増えるにつれ、鉄道や道路など交通網の整備が緊急課題に。なかでも横浜線を早期に複

線化し、交通の利便性を良くすることは市民共通の願いでもありました。 
 昭和４７年、横浜線の複線化工事が着工。５５年１０月には、市内の全区間で横浜線の複線化

が実現。また、平成２年３月、京王相模原線が橋本駅まで全線開通し、市民の足はさらに便利に

なりました。  

�公共下水道 

 昭和４０年代の人口増加は、学校建設のほか、下水道や道路、清掃、福祉施設など、生活・都

市基盤の緊急課題を市に投げかけました。 
 昭和４２年には学校建設に次ぐ重点施策として、公共下水道の整備事業がスタート。５０年代

にかけて本格化すると、集中豪雨などによる浸水被害を防ぐための、都市下水路・排水路の整備

などが急ピッチで進められました。    

�南北にふたつの清掃工場を新設 

 人口急増に伴い、家庭や工場などから毎日大量のごみが排出されるようになった市では、既存

の清掃事業所だけでは増え続けるごみを処理しきれず、新たな清掃工場の建設が急務に。 
 昭和５３年には南清掃工場の建設に着手。２年後には、１日６００トンの焼却能力を持つ最新

鋭の工場が完成。平成３年には１日４５０トンを処理できる北清掃工場が完成し、市内から排出

されるごみの全てを処理できるようになりました。  

 
 
 
 
 
 



昭和６０年代～平成の時代 

�相模大野駅、相模原駅周辺の整備 

 相模原市は「へそのないまち」と言われる中、５０万人都市にふ

さわしい快適なまちづくりが大きな目標となり、６１年に「第３次

相模原市総合計画」がスタート。 
 JR 横浜線相模原駅、橋本駅、小田急線相模大野駅周辺の３地区

を拠点として位置付け、再開発事業をはじめとしたまちづくり事業

が推進されました。 
 先発の相模大野駅周辺の整備では、ヨーロッパの街並みをイメー

ジさせるモダンで魅力的な文化都市となり、平成元年２月には、文

化の殿堂「グリーンホール相模大野」が完成。国内外の一流オーケ

ストラの演奏などが、市内で鑑賞できるようになりました。 
 その後、平成８年１０月、JR 相模原駅橋上駅舎・南北自由通路

が完成し、翌年１１月には、相模原駅駅ビル内に市民ギャラリーな

どの文化施設を有する、「シティ・プラザさがみはら」がオープン。

「出会いの丘」をテーマに、人と人とが出会い、語らう市民文化の

交流拠点へと変貌を遂げます。  

�無錫市など友好都市との交流 

 国際交流では、昭和６０年１０月に中国の無錫市と初の友好都市

を提携。平成３年６月には、カナダのスカボロー市（現トロント市）

とも友好都市の関係を結び、スポーツ、文化など多彩な交流が始ま

りました。また、昭和６２年１１月には、文部省（現文部科学省）

の宇宙科学研究所の研究施設をもつ相模原市と、秋田県能代市、岩

手県三陸町（現大船渡市）、長野県臼田町、鹿児島県内之浦町の 2
市 3 町が集まり、「銀河連邦」を建国。毎年、物産展の開催や子ど

も留学交流など様々な交流が進められています。    

�グリーンウェーブ、都市緑化に弾み 

 みどり豊かな環境共生都市の創造は、相模原市にとって重要な課

題。平成４年秋に開催された、グリーンウェーブ・相模原,９２（第

９回全国都市緑化かながわフェア）は、５２日間の会期中に１８１

万人が入場するなど大成功となりました。 
 これらを契機に市民のみどりへの関心も一層高まり、財団法人

「相模原市みどりの協会」を設立し、市民総ぐるみでみどりのまち

づくりが展開されています。  

 



平成１０年代 

�夢と感動を相模原から全国へ、「かながわ・ゆめ国体」  

  平成１０年、第

５３回国民体育大

会「かながわ・ゆめ

国体」が開幕。国体

の開催を通し、夢と

感動を相模原から

全国に向けて発信。夏季大会では、さがみはらグリーンプールをメーン会場に、開・閉会式が行わ

れたほか、秋季大会では宇宙科学研究所で採火された「銀河の火」が、市民ランナーによって炬火

リレーされました。  

�相模原市２１世紀総合計画（新世紀さがみはらプラン）スタート 

 「輝きと愛があふれる人間都市 さがみはら」を都市像とする、新しい総合計画を策定。平成２

２年（２０１０年）を目標年次に、「学びあい あたたかさのある福祉文化都市」「ゆとりある み

どり豊かな環境共生都市」「躍動し 魅力あふれる交流拠点都市」を柱とする、市民と行政とのパー

トナーシップ型のまちづくりがスタート。    

�保健所政令市へ移行 

 平成１２年４月、保健所政令市に移行。６０万都市の健康

づくりに向けて、保健・医療・福祉の連携拠点「相模原市総

合保健医療センター」（ウェルネスさがみはら）がオープン。 
 同年１０月には「さがみはら健康都市宣言」を行い、翌年

６月には、待望の「２４時間小児医療」がスタート。市民の

健康増進に大きな役割を果たしています。    

�６０万都市 さがみはら 

 平成１２年５月、相模原市の人口が６０万人に達し、全国１７番目の都市へ。東京都特別区と政

令指定都市を除くと、堺市、熊本市、岡山市に次ぐ全国４番目。昭和２９年の市制施行時の人口は

約８万人、市制施行５０周年を迎え、７ 倍を超える人口規模となりました。（現在の人口は６２万

人となっておりますが、さいたま市、静岡市がそれぞれ市町村合併により本市の人口を上回ること

となり、本市は全国で１９番目の都市となっています。）    



�橋本駅周辺の整備 新たな広域連携拠点へ  

 平成１２年４月、橋本駅北口地区の市街地再開発事業が順調に進

み、橋本のまちづくりの核「シティ・プラザはしもと」がオープン。

翌年９月には JR 横浜線・相模線、京王相模原線の３つの鉄道が接

続する橋本駅前に、複合ビル「ミウィ橋本」が誕生し、文化施設「杜

のホールはしもと」「橋本図書館」が相次ぎ開館しました。 
 一方、隣接する西橋本の橋本都市拠点地区には、新産業を創造す

る「株式会社さがみはら産業創造センター」の２号施設が、１４年

４月にオープンするなど、橋本駅周辺は産学連携、研究開発、文化

交流の機能が集積する、県北の新たな広域連携拠点として大きく生まれ変わろうとしています。 

�平成１５年４月「中核市相模原」へ  

 本市は、平成１５年４月に「中核市」へと移行しました。政令指定都市（県下では横浜市、川崎

市）に準ずる権限のもとで、福祉や環境、都市計画などの市民生活に関わりの深いきめ細かなサー

ビスの提供のほか、事務処理のスピードアップ、個性豊かなまちづくりの推進、市のイメージアッ

プづくりなどを展開し、さらなる地方分権の推進をめざします。  

 
 



 

３ 相模および相模国について 
 

(1) 相模の初出
しょしゅつ

 

  相模の初出（『古事記』倭建命東征の条、『日本書紀』巻７景行天皇 40 年十月）は、いずれも、

ヤマトタケルの東征伝説の記載。これは、あくまで神話・伝説上の話になる（ただし、古事記で

は「相武国（さがむのくに）」、日本書紀では「相模」と記述に違いがある）。 

  歴史上最初に現われる記述は、『日本書紀』巻 29 天武天皇４年（675 年）十月庚寅の条に「相

模国言、高倉郡女人生三男」とあり、相模国司が解文（報告書）で、高倉郡（たかくらのこおり）の女

性が三つ子の男の子を生んだことが報告されている。 

 

(2) 相模国の設置 

  相模国（さがみのくに）の設置については、「大化の改新の国郡制定にあたって、相武国（さがむの

くに）と師長国（しながのくに）（磯長国）とを合併して設置された」（『国史大辞典』）という。国

郡制定は大化２年（646）と言われている。 

  相武・師長国は、『先代旧事本紀（せんだいくじほんぎ）』の「国造本紀」に出てくる国郡制施行以

前の国の名。 

   相武（さがむ）：相模川流域を中心とし、現在の相模原市・海老名市・厚木市・寒川町・平

塚市・茅ヶ崎市に及ぶ地域と考えられる。国府の比定地・国分寺跡などから、この文化圏の中

心は海老名市周辺と考えられている（国史大辞典）。 

   師長（しなが）：磯長とも書き、酒匂川流域を中心に大磯町から小田原市に及ぶ地域一帯と

考えられる。 

 

    大化2年（646）               明治元年（1868）    明治９年（1876）

   相模国  神奈川府   神奈川県 

                                韮山県→足柄県   

師長国   

  相武国   

  鎌倉別（わけ）

  三浦郡（国） 

 

                                小田原県↑ 

 

   相模国及び相州という表記は、中世では「郷・庄・里」、近世（江戸時代）では「藩」とい

う行政単位が主流になったにもかかわらず、中世～近世を通じて使われ、明治の廃藩置県まで続

いた。また、個人的な使われ方では昭和前期（戦前～中）まで使われていた。 

 

(3) 読み方 

  古事記の「相武国」は、「佐賀牟（さがむ）」と訓じている。 

  『和名抄』は、「相模」と書き、「佐賀三（さがみ）」と訓じている。 

 

(4) 考え方 

  相武国・相模国の流れから考えると、高座郡・大住郡・愛甲郡（津久井を含む）にあたる地域

であれば、「相模」を名乗る権利は有していると考えられる（相武は、相模国から師長・鎌倉・

三浦を除いた地域）。しかし、相武国の中心は、相模川下流域（海老名・厚木・寒川等）になる

と思われるため、相模野台地以北の相模川中・上流域で相模を独占してしまう是非は考慮する必

要があるものと思われる。      



 

 

協議第１３号 
 

慣行の取扱いについて（継続協議） 
 
慣行の取扱いについて、次のとおり協議を求める。 

 
平成１６年８月２５日提出 

 
相模原・津久井地域合併協議会会長 小川 勇夫 

 

 

１ 市章は、相模原市のものに統合するものとする。 

 

２ 市の花、木、鳥及び色は、相模原市のものに統合するものとする。ただし、合併に

より改定の必要があるものについては、新市において検討するものとする。 

 

３ 市民憲章、市民憲章以外の憲章及び宣言並びに市の歌は、相模原市のものに統合す

るものとする。ただし、合併により文言が新市の実情にそぐわなくなるものなどにつ

いては、新市において新たな制定、修正等を検討するものとする。 

 

 

 

 



 

参 考 

慣行の現況比較 

 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 

章 

 

 

 
 

花 アジサイ つつじ ミツバツツジ 山ゆり 

木 けやき もみじ ヤマモミジ 桂 

鳥 ひばり メジロ うぐいす オシドリ 

色 みどり なし なし 青 

 



 

 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 

市町民憲章 

相模原市民憲章 

 わたくしたち相模原市民は 相模野

の広い台地 相模川の雄大な流れ 先

人より受け継いだ開拓の精神や伝統を

誇りとし 敬愛と協調を高め 住みよ

い風格のあるまちへの 限りない発展

を願って この市民憲章を定めます 

１ 青い空 あふれる 緑 澄んだ水

うるおいのあるまちをつくります 

１ いのちを大切にし思いやりと笑顔

で 明るいくらしを築きます 

１ 心とからだをきたえ はげましあ

い 希望をもって 働きます 

１ ものをだいじにし きまりや約束

を守ることを誇りとします 

１ おたがいに学びあい豊かな市民の

文化を育てます 

城山町民憲章 

 わたくしたちは、水と緑に町民の健

やかさがこだまする憩いあるまち城山

の限りない発展を願って、この町民憲

章を定めます。 

１ 水と緑を大切にし、住みよい環境

をつくりましょう。 

１ 健康で仕事に励み、明るい家庭を

つくりましょう。 

１ お互いに助け合い、思いやりの心

を育てましょう。 

１ きまりや約束を守り、よい習慣を

育てましょう。 

１ 教養を高め、豊かな文化をきずき

ましょう。 

津久井町民憲章 

わたくしたちは、丹沢山塊や津久井

湖の豊かな水と、歴史にはぐくまれた

このふるさとを愛し、限りない発展を

願って、ここに町民憲章を定めます。

１．緑と水を大切にし、豊かな自然か

ら学びましょう。 

１．きまりや約束を守り、心のかよい

あう町をつくりましょう。 

１．仕事をおこし、生きがいのある健

康な家庭をつくりましょう。 

１．学びあい、教養を深め、文化の高

い町にしましょう。 

１．手をつなぎあい、いたわりあい、

平和を守る心を育てましょう。 

相模湖町民憲章 

わたくしたちは、水と緑の美しい自

然に恵まれ、歴史と伝統あるこの地を

愛し、いつまでも文化豊かな住みよい

町にするために、この町民憲章を定め

ます。 

１．森や水を大切にし、うるおいのあ

るまちをつくりましょう。 

１．助け合いの心を持ち、福祉のまち

をつくりましょう。 

１．いのちを大切にし、あかるいまち

をつくりましょう。 

１．きまりをまもり、信頼できるまち

をつくりましょう。 

１．教養を深め、文化の高いまちをつ

くりましょう。 

相模原市核兵器廃絶平和都市宣言 城山町非核平和都市宣言 津久井町核兵器廃絶平和宣言 相模湖町非核平和都市宣言 

さがみはら男女共同参画都市宣言    

さがみはら男女平等憲章    

  水源文化都市・津久井宣言  

   ゆとり宣言 

さがみはら健康都市宣言 健康都市宣言（健康都市しろやま）   

   敬老自治体宣言 

交通安全都市宣言    

相模原市環境宣言    

  津久井町子ども憲章  

相模原市農業委員会憲章    

上記以外の 

憲章・宣言 

  明るい選挙推進の町宣言  



 

 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 

歌 

相模原市民の歌 

一．柴胡の原の昔より 

  希望輝く相模原 

  代代の恵みを地にうけて 

  幸あるわれら寄るところ 

  光が招く明日が呼ぶ 

 

二．実りの波は野に丘に 

  夢も燃えたつ相模原 

  青雲高く生産の 

  平和のけむりたつところ 

  建設の歌わきあがる 

 

三．ながれは清くゆうゆうと 

  絵巻はひらく相模原 

  季節のいろをちりばめて 

  文化の花の咲くところ 

  われらがまちに栄えあれ 

 

城山町民の歌「城山わがまち」 

みどり萌えたつ 城山を 映して

めぐる 相模川  

ゆたかな土よ 湖よ つつじ花咲

き 空青く 

ああ ふるさとに 城山に きょ

うも明るく 日が昇る 

 

とおい昔の 住居跡 戦国しのぶ

城のあと 

渡しの船と 高瀬舟 知恵で時代

を 超えてきた 

ああ ふるさとに 城山に ほこ

る歴史の あとがある 

 

もみじ色増す 辰籠山 はるかに

望む 丹沢よ 

伸びゆく力 ここに満ち こころ

あわせて ひとすじに 

ああ ふるさとは 城山は 明日

をめざして すすむまち 

なし なし 



 

先進事例 

 

■秋田市・河辺町・雄和町 

慣行の取扱いについては、合併時に秋田市の制度に統一する。ただし、両町の木、花、

鳥は、それぞれの地域において継承していくよう努めるものとする。 

 

■鹿児島市・吉田町・桜島町・喜入町・松元町・郡山町 

１ 市紋章については、鹿児島市の市紋章を用いるものとする。 

２ 市旗については、鹿児島市の市旗を用いるものとする。 

３ 市民歌については、鹿児島市の市民歌を用いるものとする。 

４ 市民憲章については、鹿児島市の市民憲章を用いるものとする。 

５ 名誉市民については、鹿児島市の制度に統合するものとする。 

６ 市木・市花については、鹿児島市の市木・市花を用いるものとする。 

 

慣行（都市宣言）の取扱い 

都市宣言は、鹿児島市の都市宣言を用いるものとする。３町の独自の宣言は合併時に廃

止するが、歴史的経過等を踏まえ、その取扱いについて合併時までに検討するものとする。

 

■長崎市・香焼町・伊王島町・高島町・野母崎町・外海町・三和町 

長崎市き章、長崎市の花及び木並びに長崎市歌を適用するものとする。 

ただし、香焼町、伊王島町、高島町、野母崎町、外海町及び三和町のき章、町章、町の

花、木、花木、鳥及び魚並びに町民歌は、次のとおり取扱うものとする。 

１ き章及び町章については、それぞれの地区のシンボルとして継承するものとする。 

２ 町の花、木、花木、鳥及び魚については、それぞれの地区の推奨の花、木、花木、鳥

及び魚とするものとする。 

３ 町民歌については、それぞれの地区の愛唱歌として伝承していくものとする。 

 

 



協議第１８号 

 
   地方税の取扱いについて 

 
 地方税の取扱いについて、次のとおり協議を求める。 

 
  平成１６年８月２５日提出 

 

相模原・津久井地域合併協議会会長 小川 勇夫  

 

 

１ 個人市町民税の均等割及び所得割の税率については、現行のとおりとし、普通徴収の納

期については、相模原市の制度に統一する。 

 

２ 法人市町民税の均等割の税率については、現行のとおりとする。 

法人税割の税率については、相模原市の制度に統一する。ただし、合併年度に限り、不

均一課税を実施する。 

 

３ 固定資産税の税率については、現行のとおりとし、納期については、相模原市の制度に

統一する。 

 

４ 軽自動車税の税率及び納期については、相模原市の制度に統一する。 

 

５ 事業所税については、相模原市の制度を適用する。ただし、合併年度及びこれに続く５

年度に限り、課税免除を実施する。 

 

６ 都市計画税の税率については、現行のとおりとし、納期については、相模原市の制度に

統一する。 

 

 

調整方針一覧 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

１ 個人の市・県民税の取扱い 

普通徴収の納期については、合併時に相模原

市の納期に統一する。 

 均等割の非課税基準については、合併時に相

模原市の基準に統一する。 

１ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

２ 法人市民税の取扱い 

法人税割の税率については、合併時に相模原

市の税率に統一する。ただし、合併年度に限り

不均一課税を実施する。 

２ 

３ 固定資産税の取扱い 

納期については、合併時に相模原市の制度に

統一する。 

 なお、合併により特定市となる地域に所在す

る市街化区域農地のうち新たに宅地並課税の対

象となるものについては、合併特例法により、

合併後５年間は宅地並課税を適用しない。 

３ 

４ 軽自動車税の取扱い 

納期については、合併時に相模原市の納期に

統一する。 

 小型特殊の農耕作業用の税率については、合

併時に相模原市の税率に統一する。 

４ 

５ 事業所税の取扱い 

合併により新たに課税対象となる事業所等に

ついては、合併年度とこれに続く５年度に限り

課税免除とする。 

５ 

６ 都市計画税の取扱い 

納期については、合併時に相模原市の制度に

統一する。 

なお、合併により特定市となる地域に所在す

る市街化区域農地のうち新たに宅地並課税の対

象となるものについては、合併特例法により、

合併後５年間は宅地並課税を適用しない。 

６ 

７ 市たばこ税の取扱い 現行のまま新市に引き継ぐ。 ７ 

 



 
 

地方税の現況比較 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 
個人市町民税  (1) 均等割の税率 

3,000円 
(2) 所得割の税率 

200万円以下の金額   3％ 
200万円を超える金額 8％ 
700万円を超える金額10％ 

(3) 普通徴収の納期 
第1期 6／1～6／30 
第2期 8／1～8／31 
第3期 10／1～10／31 
第4期 1／1～1／31 

(1) 均等割の税率 
相模原市と同じ 

(2) 所得割の税率 
相模原市と同じ 

 
 
(3) 普通徴収の納期 
第1期 6／15～6／30 
第2期 8／1～8／31 
第3期 10／1～10／31 
第4期 1／1～1／31 

(1) 均等割の税率 
  相模原市と同じ 

(2) 所得割の税率 
相模原市と同じ 

 
 
(3) 普通徴収の納期 
第1期 6／16～6／30 
第2期 8／1～8／31 
第3期 10／1～10／31 
第4期 1／1～1／31 

(1) 均等割の税率 
   相模原市と同じ 
(2) 所得割の税率 

相模原市と同じ 
 
 
(3) 普通徴収の納期 
第1期 6／16～6／30 
第2期 8／16～8／31 
第3期 10／16～10／31 
第4期 1／16～1／31 

法人市町民税  (1) 均等割の税率 
   5万円～300万円 

(2) 法人税割の税率 
（資本金等） （税率） 

10億円以上  14.7％ 
5億円以上   13.5％ 
5億円未満  12.3％ 

(1) 均等割の税率 
相模原市と同じ 

(2) 法人税割の税率 
（資本金等） （税率） 

5億円以上   14.7％ 
2億円以上   13.5％ 
2億円未満   12.3％ 

(1) 均等割の税率 
相模原市と同じ 

(2) 法人税割の税率 
12.3％ 

 
 
 

(1)均等割の税率 
相模原市と同じ 

(2) 法人税割の税率 
12.3％ 

 

固定資産税  (1) 税率 1.4％ 
(2) 納期 
第1期 5／1～5／31 
第2期 7／1～7／31 
第3期 9／1～9／30 
第4期 12／1～12／25 

(1) 税率 相模原市と同じ 
(2) 納期 
第1期 5／15～5／31 
第2期 7／1～7／31 
第3期 12／1～12／25 
第4期 2／1～2月末日 

(1) 税率 相模原市と同じ 
(2) 納期 
第1期 5／16～5／31 
第2期 7／1～7／31 
第3期 12／1～12／28 
第4期 2／1～2月末日 

(1) 税率 相模原市と同じ 
(2) 納期 
第1期 5／16～5／31 
第2期 7／16～7／31 
第3期 12／16～12／25 

 第4期 2／16～2月末日



 

 

地方税の現況比較 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 
軽自動車税  (1) 税率 

・原付  1,000円～2,500円 
・軽自  2,400円～7,200円 
・小型特殊 
   農耕作業用   1,000円 
   その他     4,700円 
・二輪小型自動車 

   4,000円 
(2) 納期 5／11～31 

(1) 税率 
・原付  相模原市と同じ 
・軽自  相模原市と同じ 
・小型特殊 
   農耕作業用   1,600円 
   その他  相模原市と同じ 
・二輪小型自動車 

相模原市と同じ 
(2) 納期 5／11～31 

(1) 税率 
・原付  相模原市と同じ 
・軽自  相模原市と同じ 
・小型特殊 
   農耕作業用   1,600円 
   その他  相模原市と同じ 
・二輪小型自動車 

相模原市と同じ 
(2) 納期 5／16～31 

(1) 税率 
・原付  相模原市と同じ 
・軽自  相模原市と同じ 
・小型特殊 
   農耕作業用   1,600円 
   その他  相模原市と同じ 
・二輪小型自動車 

相模原市と同じ 
(2) 納期 5／16～31 

事業所税 (1) 税率  
・資産割 
   事業所床面積1㎡当り600円 
 ・従業者割 

従業者給与総額の0.25％ 
(2) 免税点 
 ・資産割 

市内の全事業所等の面積が 
1,000㎡以下 

・従業者割 
従業者100人以下 

課税対象外 課税対象外 課税対象外 

都市計画税  (1) 税率 0.3％ 
(2) 納期 
第1期 5／1～5／31 
第2期 7／1～7／31 
第3期 9／1～9／30 
第4期 12／1～12／25 

(1) 税率 0.3％ 
(2) 納期 
第1期 5／15～5／31 
第2期 7／1～7／31 
第3期 12／1～12／25 
第4期 2／1～2月末日 

課税なし 課税なし 

 



先進事例（不均一課税等の採用状況） 

 
■秋田市・河辺町・雄和町 

① 法人市町民税の均等割及び法人税割については、合併年度及びこれに続く３年度に限

り、不均一課税を実施する。 

② 固定資産税については、合併年度及びこれに続く４年度に限り、不均一課税を実施す

る。 

③ 事業所税については、合併年度及びこれに続く３年度に限り、課税免除を実施する。

 

 

■浜松市・浜北市・天竜市・舞阪町・雄踏町・細江町・引佐町・三ケ日町・春野町 

 佐久間町・水窪町・龍山村 

① 固定資産税については、合併年度に限り、不均一課税を実施する。 

② 事業所税については、合併年度及びこれに続く５年度に限り、課税免除を実施する。

③ 都市計画税ついては、合併年度及びこれに続く５年度に限り、不均一課税及び課税免

除を実施する。 

 

 

■岡山市・御津町・灘崎町 

① 事業所税については、合併年度及びこれに続く５年度に限り、課税免除を実施する。

② 都市計画税については、合併年度及びこれに続く５年度に限り、課税免除を実施する

 

 

■長崎市・香焼町・伊王島町・高島町・野母崎町・外海町・三和町 

① 法人市町民税については、合併年度及びこれに続く５年度に限り、不均一課税を実施

する。 

② 事業所税については、合併年度及びこれに続く５年度に限り、課税免除を実施する。

 



地方税の取扱いに関する法令 

 
○市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号） 

（地方税に関する特例） 

第１０条 合併市町村は、合併関係市町村の相互の間に地方税の賦課に関し著しい不均衡

があるため、又は市町村の合併により承継した財産の価格若しくは負債の額について合

併関係市町村相互の間において著しい差異があるため、その全区域にわたって均一の課

税をすることが著しく衡平を欠くと認められる場合においては、市町村の合併が行われ

た日の属する年度及びこれに続く五年度に限り、その衡平を欠く程度を限度として課税

をしないこと又は不均一の課税をすることができる。 

２～３ 略 

 



協議第１９号 
 

国民健康保険事業の取扱いについて 
 
 国民健康保険事業の取扱いについて、次のとおり協議を求める。 
 
  平成１６年８月２５日提出 
 

相模原・津久井地域合併協議会会長 小川 勇夫  
 
 
国民健康保険事業の取扱いについては、合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、国

民健康保険診療所管理運営事業は、現行のまま新市に引き継ぐ。 
 
 

調整方針一覧 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

１ 国民健康保険税の取扱い 合併時に相模原市の制度に統合する。 ８ 

２ 証明手数料 合併時に相模原市の制度に統合する。 １２ 

３ 
各種国民健康保険組合補助

金        

合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、

補助金の額等については見直しを図る。 
１３ 

４ 
診療報酬明細書点検嘱託員

経費       
合併時に相模原市の制度に統合する。 １４ 

５ 
国民健康保険団体連合会負

担金       
合併時に相模原市の制度に統合する。 １５ 

６ 
保険税収納率向上特別対策

事業      
合併時に相模原市の制度に統合する。 １６ 

７ 運営協議会経費      合併時に相模原市の制度に統合する。 １７ 

８ 療養給付費        合併時に相模原市の制度に統合する。 １８ 

９ 療養費          合併時に相模原市の制度に統合する。 ２０ 

１０ 診療報酬審査支払手数料  合併時に相模原市の制度に統合する。 ２１ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

１１ 高額療養費      合併時に相模原市の制度に統合する。 ２２ 

１２ 移送費        合併時に相模原市の制度に統合する。 ２４ 

１３ 出産育児一時金      合併時に相模原市の制度に統合する。 ２５ 

１４ 葬祭費          合併時に相模原市の制度に統合する。 ２６ 

１５ 精神・結核医療付加金   合併時に相模原市の制度に統合する。 ２７ 

１６ 老人保健拠出金      合併時に相模原市の制度に統合する。 ２８ 

１７ 介護納付金        合併時に相模原市の制度に統合する。 ２９ 

１８ 
高額医療費共同事業医療費

拠出金      
合併時に相模原市の制度に統合する。 ３０ 

１９ 退職者医療共同事業拠出金 合併時に相模原市の制度に統合する。 ３１ 

２０ 健康診査等委託事業    合併時に相模原市の制度に統合する。 ３２ 

２１ 人間ドック助成事業    
合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、

助成額については見直しを図る。 
３３ 

２２ 疾病分類調査委託事業   合併時に相模原市の制度に統合する。 ３４ 

２３ 

国民健康保険事業に係る限

度額適用・標準負担額減額

の認定 

合併時に相模原市の制度に統合する。 ３５ 

２４ 
国民健康保険事業に係る一

部負担金 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ３７ 

２５ 
国民健康保険事業に係る特

定疾病に係る認定 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ３８ 

２６ 
被保険者資格の認定及び被

保険者証等の交付 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ３９ 

２７ 
国民健康保険診療所管理運

営事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ４１ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

２８ 財政調整基金 
相模原市においても基金の設置を検討し、合

併時に３町の基金残高を統合する。 
４３ 

２９ 医療費通知 

相模原市においても医療費通知の神奈川県国

民健康保険団体連合会に委託することを検討

し、合併時に統合する。 

４４ 

３０ 調整交付金 合併時に相模原市の制度に統合する。 ４５ 

３１ 第三者行為 合併時に相模原市の制度に統合する。 ４６ 

３２ 不当利得 合併時に相模原市の制度に統合する。 ４７ 

 



参 考 

 
国民健康保険事業の取扱いの考え方について 

 
 
国民健康保険事業は、国民皆保険体制の基盤をなす制度として、被保険者が予め保険税を

拠出して、疾病、負傷、出産、死亡など不測の事故に対して必要な給付を行い、生活の安定

を図ることを目的とした相互共済制度である。国民健康保険事業の基本的事項は、市町村の

保険者が国民健康保険法等に基づき運営しているため、１市３町において実施されている事

務事業も概ね統一されたものである。 
しかし、国民健康保険事業は、市町村単位で運営されることから、それぞれの地域特性に

応じた運用もされており、例えば、保険税率や葬祭費の給付額などは１市３町で異なる制度

を設けているのが現状である。 
このため、新市の一体性を確保しつつ、被保険者に対するサービスの均一化や負担の公平

を図る必要があるため、合併時に３町の国民健康保険事業を相模原市の制度に統合するもの

である。 
ただし、国民健康保険診療所管理運営事業は、地域保健施設の中核として、すでに津久井

町、相模湖町に設置されており、地域住民の医療の確保及び健康の保持増進に果たす役割は

多大なものであるため、現行のまま新市に引き継ぐ。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



国民健康保険事業の現況比較 

１ 国民健康保険税 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
【保険税率】 
・保険税医療分 
①所得割 
（前年中の総所得金額－基礎控
除）の５．７％ 

②資産割 
固定資産税額（土地・家屋）
の１３．２％ 

③均等割額（１人当たり年間） 
２１，９００円 
④平等割額（１世帯当たり年間） 
２２，２００円 
課税限度額 
５３０，０００円 
 
・保険税介護分 
①所得割 
（前年中の総所得金額－基礎控
除）の１．０％ 

②資産割 
固定資産税額（土地・家屋）
の３．５％ 

③均等割額（１人当たり年間） 
４，５００円 
④平等割額（１世帯当たり年間） 
４，８００円 
課税限度額 
７０，０００円 
 
【納期】 
  １０期 
  ６月～３月 

【保険税率】 
・保険税医療分 
①所得割 
６．６５％ 
 
②資産割 
３５．０３％ 
 
③均等割額 
２２，６６０円 
④平等割額 
１９，８１０円 
課税限度額 
５３０，０００円 
 
・保険税介護分 
①所得割 
１．０５％ 
 
②資産割 
７．１０％ 
 
③均等割額 
６，２００円 
④平等割額 
３，８００円 
課税限度額 
８０，０００円 
 
【納期】 
  ８期 
  ７月～２月 

【保険税率】 
・保険税医療分 
①所得割 
６．０％ 
 
②資産割 
３９．０％ 
 
③均等割額 
２１，５００円 
④平等割額 
２５，０００円 
課税限度額 
５３０，０００円 
 
・保険税介護分 
①所得割 
１．１％ 
 
②資産割 
７．９％ 
 
③均等割額 
４，７００円 
④平等割額 
５，３００円 
課税限度額 
８０，０００円 
 
【納期】 
  １２期 
  ４月～３月 

【保険税率】 
・保険税医療分 
①所得割 
６．５％ 
 
②資産割 
４０．０％ 
 
③均等割額 
２５，２００円 
④平等割額 
２５，９００円 
課税限度額 
５３０，０００円 
 
・保険税介護分 
①所得割 
１．０５％ 
 
②資産割 
７．０％ 
 
③均等割額 
６，０００円 
④平等割額 
６，０００円 
課税限度額 
８０，０００円 
 
【納期】 
  ８期 
  ７月～２月 

合併時に相模原市の

制度に統合する。 

 



２ 各種国民健康保険組合補助金 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
国民健康保険事業に要する費用

に対し、補助金を交付。 

平成１６年度予算 

当該年度の４月１日現在におい

て、住所を有する者、若しくはそ

の従事者に単価を乗じた額 

・ 神奈川県建設連合国民健康保

険組合（８，５０４人） 

・ 神奈川県医師国民健康保険組

合（８１０人） 

・ 神奈川県歯科医師国民健康保

険組合（８７０人） 

・ 神奈川県建設業国民健康保険

組合（２，２８０人） 

・ 神奈川県薬剤師国民健康保険

組合（２２０人） 

・ 神奈川県食品衛生国民健康保

険組合（１，３００人） 

 ６団体合計 

  １３，９８４人×２５０円≒ 

       ３，４９５千円 

・ 建設連合（神奈川支部）国民

健康保険組合 

２４７人×１２５円≒ 

３０千円 

該当なし 

 

＊ 平成１５年度で終了 

 

（参考） 

平成１５年度交付額 

・ 神奈川県建設連合国民健康保

険組合 

２８８人×１５０円＝ 

４３，２００円 

該当なし 

 

＊ 平成１５年度で終了 

 

（参考） 

平成１５年度交付額 

・ 神奈川県建設連合国民健康保

険組合 

８５０人×１５０円＝ 

１２７，５００円 

国民健康保険事業に要する費

用に対し、補助金を交付。 

平成１６年度予算 

・ 神奈川県建設連合国民健康保

険組合事務費補助金 

１９４人×１５０円≒ 

３０千円 

合併時に相模原市の

制度に統合する。 
ただし、補助金の額

等については見直しを

図る。 

 

 

 



３ 国民健康保険税収納率向上特別対策事業 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
主として、収納推進員による保

険税未納分の徴収を進めるほか、

サーバーを利用した滞納整理を推

進し、収納率向上を図る。 

 

 

 

・収納率向上対策本部会議の設置 

・休日納税相談 年６回 

・休日臨戸訪問 年３回 

（管理職２回） 

・夜間納税相談 年３回（１２日） 

・夜間臨戸訪問 年１回（６日） 

・滞納整理強化月間 年３回 

 

◎ 短期被保険者証交付期間 

６月 

 
・ 短期被保険者証の交付世帯の

うち納付相談または納付指導に

応じようとしない世帯等に被保

険者資格証明書を交付 

 

 

 

主として、収納課による保険税

未納者の個人情報管理を行い、徴

収を進めるほか、サーバーを利用

した滞納整理を行い収納率の向上

を図る。 
 
 
・夜間来庁納付約束のみ夜間対応 
 
 

 

 

 

 

 

・ 短期被保険者証交付期間 

６月及び１２月 

 

・ 同左 

 

 

 

 

 

主として、収納対策特別班によ

る保険税未納者の個人情報管理を

行い、徴収を進めるほか、サーバ

ーを利用した滞納整理を行い収納

率の向上を図る。 
 

 

・収納対策会議設置 

・休日臨戸訪問 月３回 

・夜間窓口開設 月２回 
（４名～５名） 

 
 

 

 

・ 短期被保険者証交付期間 

６月及び１２月 

 

・ 同左 

 

 

 

 

 

 主として、税務課管理収納班に

よる保険税未納者の個人情報管

理を行い税務課及び全課の課長、

課長補佐、主幹で構成された特別

収納対策班により滞納整理を行

い収納率の向上を図る。 
 
・収納対策会議設置 

・休日臨戸訪問 毎月１回 
４名（２班） 

・夜間徴収及び夜間窓口開設 
年６回（１回につき１週間）

 
 

 

・ 短期被保険者証交付期間 

６月及び１２月 

 

・ 同左 

 

 

 

 

                

合併時に相模原市の

制度に統合する。 
 

 

 

 

 



４ 国民健康保険運営協議会 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
① 審議事項 

・ 国民健康保険の給付に関する

事項 

・ 国民健康保険税に関する事項 

・ その他国民健康保険に関する

重要な事項 

② 委員定数 １３名 

(1) 被保険者を代表する委員４名 

(2) 保険医又は保険薬剤師を代表

す 

る委員 ４名 

(3) 公益を代表する委員 ４名 

(4) 被用者保険等保険者を代表す

る委員 １名 

③ 任期 ２年 

④ 委員報酬 

日額 １２，６００円 

 

 

① 審議事項 

同左 

 

 

 

 

② 委員定数 ６名 

(1)  同左  ２名 

(2)  同左  ２名 

 

(3)  同左  ２名 

 

 

 

③ 任期 ２年 

④ 委員報酬 

会長 年額３７，５００円 

委員 年額３５，５００円 

 

 

① 審議事項 

同左 

 

 

 

 

② 委員定数 １２名 

(1)  同左   ４名 

(2)  同左   ４名 

 

(3)  同左   ４名 

 

 

 

③ 任期 ２年 

④ 委員報酬 

会長 日額 ８，０００円 

委員 日額 ７，４００円 

 

 

 

① 審議事項 

同左 

 

 

 

 

② 委員定数  ６名 

(1)  同左   ２名 

(2)  同左   ２名 

 

(3)  同左   ２名 

 

 

 

③ 任期 ２年 

④ 委員報酬 

会長 年額３４，０００円 

委員 年額３２，０００円 

 

 

合併時に相模原市の

制度に統合する。 

 

 



５ 高額療養費 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
◎ 受領委任払制度を実施 

 【目的】 

一部負担金の支払いが困難な人

に限って適用されるもので、自己

負担限度額だけを医療機関へ支払

い、被保険者が申請して受けとる

べき高額療養費に相当する額を保

険者が直接医療機関へ支払う制

度。 

 

平成１５年度委任払実績 

１，９０７件 

３１１，１８８，０００円 

 

◎ 高額療養費資金貸付 該当な

し 

◎ 受領委任払制度を実施 

 【目的】 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

平成１５年度委任払実績 

６０件 

７，７１４，３５０円 

 

◎ 高額療養費資金貸付を実施 

【目的】 

国民健康保険法第５７条の２の

規定による高額療養費の支給を受

けることが見込まれる者が属する

世帯の世帯主に対し、高額療養費

の支給を受けるまでの間、当該医

療費の支給にかかる療養に要する

費用を支払うための資金を貸付け

ることにより、被保険者の福祉の

向上に寄与する。 

 

平成１５年度貸付実績 

０件 

０円 

基金の額 ２，０００千円 

貸付額 高額療養費支給見込額

の９割 

◎ 受領委任払制度 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 高額療養費資金貸付を実施 

【目的】 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

１１３件 

２０，４０５千円 

基金の額 ５，０００千円 

貸付額 高額療養費支

給見込額の範囲以内 

◎ 受領委任払制度 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 高額療養費資金貸付を実施 

【目的】 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

２０件 

４，２１７千円 

基金の額 ３，０００千円 

貸付額 高額療養費支給見込額

の８割 

合併時に相模原市の

制度に統合する。 

 



６ 出産育児一時金 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
◎ 受領委任払制度を実施 

 【目的】 

出産費の支払いが困難な人に限

って適用されるもので、被保険者

が申請して受けとるべき出産育児

一時金（３０万円）の受領を病院

等へ委任し、出産費に相当する金

額を保険者が直接医療機関へ支払

う制度。 

 

平成１５年度実績 

２５２件 

７５，６００，０００円 

 

 

◎ 受領委任払制度を実施 

 【目的】 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

６件   

１，８００，０００円 

 

◎ 出産費貸付金制度を実施 

【目的】 

 国民健康保険税の世帯の被保険

者の申請により受けとるべき出産

一時金（３０万円）の１０分の８

の範囲以内で、資金を貸付するこ

とにより、被保険者の福祉の向上

に寄与する制度。 

 

 

 同左 

１３件 

３，０２０，０００円 

 

出産費貸付基金の額 

１，０００，０００円 

 

 

 

◎ 受領委任払制度を実施 

 【目的】 

相模原市、城山町と同じ 

 

 
  

 

 

 

 

同左 

２件 

６００，０００円 

合併時に相模原市の

制度に統合する。 

 

７ 葬祭費 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
被保険者が死亡したとき、葬祭

を行なった人に対し８万円を支

給。 

 

平成１５年度実績 

２，２４７件 

１７９，７６０，０００円 

 同左 

 

 

  

同左 

８７件 

６，９６０，０００円 

被保険者が死亡したとき、葬祭

を行なった人に対し６万円を支

給。 

 

同左 

１５０件 

９，０００，０００円 

 同左 

 

 

 

同左 

７７件 

４，６２０，０００円 

合併時に相模原市の

制度に統合する。 

 



８ 精神・結核医療付加金 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
被保険者（老人保健医療の対象

者を除く）が、精神又は結核の公

費負担医療（精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律に定める措

置入院及び通院医療、結核予防法

に定める命令入所及び適正医療）

を受療した場合には、医療機関の

窓口において一部費用を支払う必

要がない。 

これは、受療した被保険者の診

療費用について、公費（県費）負

担以外の部分につき、精神・結核

医療付加金として、本市がその被

保険者に代わって直接医療機関へ

支払う。 

該当なし 該当なし 該当なし 合併時に相模原市の

制度に統合する。 

 

９ 健康診査等委託事業 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
３０歳代の被保険者を対象とし

た健康診査（費用１，０００円）。

国民健康保険税の未納がない世帯

の人が対象。 

 

平成１５年度実績  ５８３人 

       

該当なし 該当なし 該当なし 合併時に相模原市の

制度に統合する。 

 

 



１０ 人間ドック助成事業 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
人間ドック検診料の一部助成を

実施。 

対象 ・４０歳以上の被保険者 

   ・前年度から継続して加入

している被保険者 

    

 

 

・前年度までの国民健康保

険税を完納している世帯

の人 

 

助成額 ２５，０００円 

 同左 

 

対象 ・満３５歳以上の被保険者

（老人保健対象者を除

く） 

 

 

 

・国民健康保険税を完納し

ていること 

 

 

助成額 ２５，０００円 

 同左 

 

対象 ・満３５歳以上の被保険者

    

・人間ドックを利用しよう

とする日の前年度におい

て年間を通じて被保険者

であること 

・前年度の国民健康保険税

を完納していること 

 

 

助成額 ２５，０００円 

 同左 

 

対象 ・満３５歳以上の被保険者

（老人保健対象者を除く）

   ・同左 

 

 

 

・同左 

 

 

 

助成額 １５，０００円 

合併時に相模原市の

制度に統合する。 
ただし、助成額につ

いては見直しを図る。 

 

１１ 被保険者資格の認定及び被保険者証等の交付 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
証のカード化を実施済。 証のカード化は実施していな

い。 

同左 同左 合併時に相模原市の

制度に統合する。 
 
 

 



１２ 国民健康保険診療所管理運営事業 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
該当なし 該当なし 地域保健施設の中核として、地

域住民の医療の確保及び健康の保

持増進を図るため、国民健康保険

直営診療施設を設置。 

 同左 現行のまま新市に引

き継ぐ。 

 

１３ 財政調整基金 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
該当なし 城山町国民健康保険診療報酬等支

払準備基金 

平成１５年度末現在高 

１１，６７２，７６２円 

津久井町国民健康保険給付費支払

準備基金 

平成１５年度末現在高 

５２，７９１，０００円 

 

相模湖町国民健康保険給付費支

払準備基金 

平成１５年度末現在高 

６４，０００円 

相模原市においても

基金の設置を検討し、

合併時に３町の基金残

高を統合する。 

 

１４ 医療費通知 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 
・ 市独自のシステムで作成 

 

・ 通知回数 年６回 

・ 通知対象 抽出 

・ 対象医療機関  一部 

・ 神奈川県国民健康保険団体連

合会に委託 

・ 通知回数 年５回 

・ 通知対象 全部 

・ 対象医療機関  全部 

・ 同左 

 

・ 通知回数 年６回 

・ 同左 

・ 同左 

・ 同左 

 

・ 同左 

・ 同左 

・ 同左 

相模原市においても

医療費通知の神奈川県

国民健康保険団体連合

会に委託することを検

討し、合併時に統合す

る。 

 

 

 



先進事例 
 
■秋田市・河辺町・雄和町 

 

 国民健康保険事業については、合併時に秋田市の制度に統一する。ただし、１市２

町において税率等および葬祭費の給付額の異なる制度については、次のとおり取り扱

うものとする。 

１ 国民健康保険税の賦課については、合併年度までに限り、１市２町それぞれの条

例の例による。 

２ 葬祭費の給付額については、合併年度までに限り、１市２町それぞれの条例の例

による。 

■豊田市・藤岡町・小原町・足助町・下山村・旭町・稲武町 

 

国民健康保険短期被保険証、資格証明書は、合併時に豊田市の基準に統一する。 

各町村の所有する国民健康保険事業財政調整基金は、合併時に豊田市の基金に統合

する。 

国民健康保険運営協議会は、合併時に豊田市の制度に統一し、委員は現行の豊田市

の委員を引継ぐものとする。 

国民健康保険保健事業は、合併時に豊田市の事業に統一する。 

国民健康保険優良世帯表彰事業は、合併時に廃止する。 

国民健康保険税の取扱いは、合併時に豊田市の制度に統一する。 

ただし、税率については、合併特例法第１０条第１項の規定を適用し、平成１９年

度までは不均一課税とする。 

なお、新市の国民健康保険運営協議会において平成１８年度からの税率・金額を協

議する。 

■長崎市・香焼町・伊王島町・高島町・野母崎町・外海町・三和町 

 

合併関係市町村の間で保険給付の内容や保険料が異なっている場合は、合併市町村

の住民の間で不均衡が生じないように調整する。 

■鹿児島市・吉田町・桜島町・喜入町・松元町・郡山町 

 

国民健康保険事業については、鹿児島市の制度に統合するものとする。ただし、国

民健康保険税率等については、合併が行なわれた日の属する年度に限り、現行の制度

を基本とする。 

 

 



国民健康保険事業の取扱いに関する法令 

 
○国民健康保険法 (昭和 33 年法律第 192 号) 

 

(国民健康保険 ) 

第２条  国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関し

て必要な保険給付を行うものとする。  

(保険者 ) 

第３条  市町村及び特別区は、この法律の定めるところにより、国民健

康保険を行うものとする。  

（被保険者 ) 

第５条  市町村又は特別区 (以下単に「市町村」という。 )の区域内に住

所を有する者は、当該市町村が行う国民健康保険の被保険者とする。

(国民健康保険運営協議会 ) 

第１１条  国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議するため、

市町村に国民健康保険運営協議会を置く。  

第８２条  保険者は、健康教育、健康相談、健康診査その他の被保険者

の健康の保持増進のために必要な事業を行うように努めなければなら

ない。  

２  保険者は、被保険者の療養のために必要な用具の貸付けその他の被

保険者の療養環境の向上のために必要な事業、保険給付のために必要

な事業、被保険者の療養又は出産のための費用に係る資金の貸付けそ

の他の必要な事業を行うことができる。  

 

第７０３条の４  国民健康保険を行う市町村は、国民健康保険に要する

費用に充てるため、国民健康保険の被保険者である世帯主に対し、国

民健康保険税を課することができる。  

○地方税法(昭和 25 年法律第 226 号) 

 
 
 

 



協議第２０号 
 

介護保険事業の取扱いについて 
 
 介護保険事業の取扱いについて、次のとおり協議を求める。 
 
  平成１６年８月２５日提出 
 

相模原・津久井地域合併協議会会長 小川 勇夫  
 
 
 介護保険事業の取扱いについては、合併時に相模原市の制度に統合する。 
 
 

調整方針一覧 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

１ 介護保険料の取扱い 合併時に相模原市の制度に統合する。 ４８ 

２ 
訪問介護サービス利用者負

担助成事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ４９ 

３ 
社会福祉法人利用者負担助

成事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ５０ 

４ 
訪問入浴サービス利用者負

担助成事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、

事業の継続について検討する。 
５１ 

５ 
介護サービス適正実施指導

事業       
合併時に相模原市の制度に統合する。 ５２ 

６ 介護認定審査会      合併時に相模原市の制度に統合する。 ５３ 

７ 要介護認定事務      合併時に相模原市の制度に統合する。 ５４ 

８ 
介護（支援）サービス等給

付事業    
現行のまま新市に引き継ぐ。 ５５ 

９ 財政安定化基金拠出金   現行のまま新市に引き継ぐ。 ５６ 

１０ 
介護保険給付費支払準備基

金積立金 

現行のまま新市に引き継ぐ。ただし、基金残

高については、合併時に統合する。 
５７ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１

ページ

１１ 介護保険事業計画 

合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、

第３期事業計画については、平成１７年度中に

合併後を想定した事業計画を策定する。 

５８ 

１２ 
被保険者資格の管理及び被

保険者証の交付 
合併時に相模原市の制度に統合する。 ５９ 

１３ 
訪問看護サービス利用者負

担助成事業 
合併時に廃止する。 ６０ 

１４ 
介護保険利用者負担額助成

事業 
合併時に廃止する。 ６１ 

１５ 
訪問介護利用者負担額助成

事業 
合併時に廃止する。 ６２ 

 



参 考 

介護保険事業の取扱いの考え方について 

 

 

介護保険は、高齢者の介護を社会全体で支える仕組みとして平成１２年度から制度化さ

れ、４０歳以上の人が被保険者として保険料を負担し、介護が必要となったときサービス

を利用できる（４０歳以上６５歳未満の場合は特定疾病該当者のみ）ものであり、市町村

が保険者となって運営する制度である。 

  被保険者には、市町村ごとに算定した保険料を年金から天引き納付することを原則とす

る第１号被保険者（６５歳以上）と、保険料を医療保険の保険料と同時に徴収される第２

号被保険者（４０歳以上６５歳未満）とがある。 

この第１号被保険者に係る保険料については、１市３町ごとに、介護サービス総費用、

被保険者数、後期高齢者割合、高齢者所得水準等を基に算定するため差異があり、現在、

３町の保険料は相模原市より低い水準となっている。 

  合併後の保険料については、合併年度が第３期介護保険事業計画の初年度となるため、

平成１７年度中に合併後を想定した同計画を策定し、合併時に相模原市の制度に統合する

ものとする。 

なお、合併後の保険料は、介護サービス総費用等の算定基礎に占める割合から相模原市

の水準に近いものとなることが想定され、３町の保険料の引上げが見込まれるため、町民

の理解に十分配慮する必要がある。 

 保険給付サービスについては、１市３町での種類・内容に差異はないが、サービスの供

給体制については、地域的な特性により、サービス提供事業者が進出しにくい状況も見受

けられるので、その維持・向上対策に留意する必要がある。 

  このほかの各事業については、新市としての一体性の観点から、相模原市の制度に整理・

統合するものとする。 



介護保険事業の現況比較 

１ 介護保険料 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

１ 保険料 

第１号被保険者（65歳以上の者） 

 

所得段階別定額保険料 

段階 年額保険料（円） 

第１段階 17,300 

第２段階 26,600 

第３段階 36,900 

第４段階 46,100 

第５段階 55,400 

第６段階 73,800 

 

第１段階   

生活保護受給・老齢福祉年金受給

者非課税世帯 

第２段階 

 世帯全員が市民税非課税 

第３段階 

 本人が市民税非課税  

第４段階 

 本人が市民税課税で合計所得金額

が200万円未満 

第５段階 

 本人が市民税課税で合計所得金額

が200万以上1000万円未満 

第６段階 

 本人が市民税課税で合計所得金額

が1000万円以上 

 

 

１ 保険料 

第１号被保険者（65歳以上の者）

 

所得段階別定額保険料 

段階 年額保険料（円）

第１段階 17,880

第２段階 26,820

第３段階 35,760

第４段階 44,700

第５段階 53,640

 

 

第１段階 

 生活保護受給・老齢福祉年金受給

者非課税世帯 

第２段階 

 世帯全員が住民税非課税 

第３段階 

 本人が住民税非課税  

第４段階 

 本人が住民税課税で合計所得金額

が200万円未満 

第５段階 

本人が住民税課税で合計所得金額

が200万円以上 

 

 

 

 

１ 保険料 

第１号被保険者（65歳以上の者）

 

所得段階別定額保険料 

段階 年額保険料（円）

第１段階 16,200

第２段階 24,300

第３段階 32,400

第４段階 40,500

第５段階 48,600

 

 

城山町に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 保険料 

第１号被保険者（65歳以上の者）

 

所得段階別定額保険料 

段階 年額保険料（円）

第１段階 16,200

第２段階 24,300

第３段階 32,400

第４段階 40,500

第５段階 48,600

 

 

城山町に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 

 



 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

２ 納期  １０期 

 

３ 保険料減免（生活困窮） 

(1)対象者 

第１・第２段階で収入が生活保

護基準以下、預貯金が１００万

円以下の者 

(2)減免額 

第１段階の２分の１に減額  

２ 納期  ８期 

 

３ 保険料減免（生活困窮） 

相模原市に同じ 

２ 納期  ８期 

 

３ 保険料減免（生活困窮） 

減免基準規程なし 

２ 納期  ９期 

 

３ 保険料減免（生活困窮） 

(1)対象者 

第１・第２段階で収入が生活保

護基準以下の者 

(2)減免額 

当該対象者の保険料額の２分

の１に減額  

 

 



２ 介護給付費支払準備基金 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

１ 介護給付費支払準備基金 

(1)事業内容 

  ア 目的 

年度間の財政の調整に必要

な資金を積み立て、財政の健全

な運営に資する。 

  イ 積立て 

決算上、剰余金を生じたと

き、剰余金の全部又は一部を翌

年度に繰り越さないで基金に

編入することができる。 

  ウ 処分 

介護保険の保険給付費の財

源とするとき処分をすること

ができる。 

 

(2)平成15年度末残高 

735,751千円 

１ 介護給付費支払準備基金 

(1)事業内容 

相模原市に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)平成15年度末残高 

21,337千円 

１ 介護給付費支払準備基金 

(1)事業内容 

相模原市に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(2)平成15年度末残高 

 109,591千円 

１ 介護給付費支払準備基金 

(1)事業内容 

相模原市に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(2)平成15年度末残高 

 51,342千円 

現行のまま新市に引き継

ぐ。ただし、基金残高に

ついては、合併時に統合

する。 

 



３ 介護保険事業計画 

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

１ 介護保険事業計画 

(1)事業内容 

介護保険事業に係る保険給付

の円滑な実施を確保するため、厚

生大臣が定めた基本方針に即し、

３年ごとに５年を１期とする市

の介護保険事業計画を定める。 

(2)事業策定期間 

第１期 Ｈ12年度～Ｈ14年度 

第２期 Ｈ15年度～Ｈ17年度 

第３期 Ｈ18年度～Ｈ20年度 

※第３期の策定はＨ１７年度に実施

予定 

１ 介護保険事業計画 

  相模原市に同じ 

 

 

 

１ 介護保険事業計画 

  相模原市に同じ 

 

 

 

１ 介護保険事業計画 

  相模原市に同じ 

 

 

 

合併時に相模原市の制度

に統合する。ただし、第 

３期事業計画について

は、平成１７年度中に合 

併後を想定した事業計画

を策定する。 

 



先進事例 
 
■秋田市・河辺町・雄和町 

介護保険事業については、合併時に秋田市の制度に統一する。ただし、介護保険料は、

平成１６年度分までに限り不均一賦課するものとし、平成１７年度に新たな保険料を設定

するため、第２期介護保険事業計画の見直しを行う。 

 
■鹿児島市・吉田町・桜島町・喜入町・松元町・郡山町 

介護保険事業については、合併時に鹿児島市の制度に統合するものとする。ただし、第

１号被保険者の保険料率等については、合併が行われた日の属する年度の翌年度に鹿児島

市の制度に統合するものとする。 

 
■豊田市・藤岡町・小原村・足助町・下山村・旭町・稲武町 

１ 介護保険事業計画は、平成１７年度までは現行の各市町村の計画を存続し、平成１８

年度に統一した事業計画を実施する。 

２ 介護保険料は、平成１７年度までは各市町村の現行の保険料のまま不均一賦課とし、

平成１８年度より均一の保険料とする。 

３ 介護給付費準備基金積立金は、平成１７年度までは現行の各市町村の計画のとおりと、

新たな介護保険事業計画策定時に調整する。 

４ 介護保険料徴収は、合併時に豊田市の制度に統一する。 

５ 保険料及び利用料の減免は、合併時に豊田市の制度に統一する。 

 
■新居浜市・別子山村 

介護保険事業については、合併時に新居浜市の制度に統一するものとする。 

 
■呉市・下蒲刈町 

原則として呉市の制度に統一し、下蒲刈町地域のサービス事業の充実に努めるものとす

る。 

 



介護保険事業の取扱いに関する法令 
 
○介護保険法(平成９年法律第１２３号)（抄） 

(保険者) 

第３条 市町村及び特別区は、この法律の定めるところにより、介護保険を行うも

のとする。 

２（略） 

 
(被保険者) 

第９条 次の各号のいずれかに該当する者は、市町村又は特別区(以下単に「市町村」

という。)が行う介護保険の被保険者とする。 

(1) 市町村の区域内に住所を有する６５歳以上の者(以下「第１号被保険者」と

いう。) 

(2) 市町村の区域内に住所を有する４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者(以

下「第２号被保険者」という。) 

 

(市町村介護保険事業計画) 

第１１７条 市町村は、基本指針に即して、３年ごとに、５年を１期とする当該市

町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画(以下「市町村

介護保険事業計画」という。)を定めるものとする。 

２ 市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

(2) 前号の介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保のための方策 

(3) 指定居宅サービスの事業又は指定居宅介護支援の事業を行う者相互間の連

携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービスの円滑な提供を図るた

めの事業に関する事項 

(4) その他介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るために市町村が必

要と認める事項 

３ 市町村介護保険事業計画は、当該市町村の区域における要介護者等の人数、要

介護者等の介護給付等対象サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案して

作成されなければならない。 

４ 市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第２０条の８に規定する市町村老人福

祉計画、老人保健法(昭和５７年法律第８０号)第４６条の１８に規定する市町村

老人保健計画その他の法律の規定による計画であって要介護者等の保健、医療又

は福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

５ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、被保険者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

 



 

６ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 

７ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを都道府県知事に提出しなければならない。 

 

（保険料） 

第１２９条 市町村は、介護保険事業に要する費用(財政安定化基金拠出金の納付に

要する費用を含む。)に充てるため、保険料を徴収しなければならない。 

２ 前項の保険料は、第１号被保険者に対し、政令で定める基準に従い条例で定め

るところにより算定された保険料率により算定された保険料額によって課する。

３ 前項の保険料率は、市町村介護保険事業計画に定める介護給付等対象サービス

の見込量等に基づいて算定した保険給付に要する費用の予想額、財政安定化基金

拠出金の納付に要する費用の予想額、第１４７条第１項第２号の規定による都道

府県からの借入金の償還に要する費用の予定額及び保健福祉事業に要する費用の

予定額、第１号被保険者の所得の分布状況及びその見通し並びに国庫負担等の額

等に照らし、おおむね３年を通じ財政の均衡を保つことができるものでなければ

ならない。 

４ 市町村は、第１項の規定にかかわらず、第２号被保険者からは保険料を徴収し

ない。 

(賦課期日) 

第１３０条 保険料の賦課期日は、当該年度の初日とする。 

 



協議第２１号 
 

保健衛生事業の取扱いについて 
 
 保健衛生事業の取扱いについて、次のとおり協議を求める。 
 
  平成１６年８月２５日提出 
 

相模原・津久井地域合併協議会会長 小川 勇夫  
 
 
 
 保健衛生事業の取扱いについては、相模原市の制度に統合するものとする。ただし、一部

の事務事業については地域の実情を考慮し、現行のまま存続する。 
 
 

調整方針一覧 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１ 
ページ 

１ 保健衛生功労者表彰事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
６３ 

２ 
市民健康づくり運動推進事

業 

 健康づくり事業については、５年以内に、

相模原市の制度に統合する。ただし、地域

特性に配慮した新しい体制づくりを図る。 

 普及員制度については、合併時に相模原

市の制度に統合する。 

６４ 

３ 
健康づくりのつどい開催事

業 
速やかに相模原市の制度に統合する。 ６６ 

４ 在宅ケア連携事業 

５年以内に、相模原市の制度に統合する。

ただし、関係機関との調整を踏まえて事業

内容を検討する。 

６８ 

５ 献血推進事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ６９ 

６ 口腔衛生事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ７０ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１ 
ページ 

７ 栄養改善事業 速やかに相模原市の制度に統合する。 ７１ 

８ 保健所一般健康相談事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ７２ 

９ 病院・診療所等指導事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
７３ 

１０ 保健衛生統計調査事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
７４ 

１１ 国民健康・栄養調査等事業
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
７５ 

１２ 保健所情報化推進事業 速やかに相模原市の制度に統合する。 ７６ 

１３ 
保健所衛生検査施設整備事

業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ７７ 

１４ 
総合保健医療センター維持

管理補修事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 ７８ 

１５ 健康手帳交付事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ７９ 

１６ 健康増進事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。た

だし、事業内容については地域特性に配慮

し調整する。 

８０ 

１７ 基本健康診査事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。た

だし、関係機関との調整を要する。 
８２ 

１８ がん検診事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。た

だし、関係機関との調整を要する。 
８３ 

１９ 成人歯科保健対策推進事業
速やかに相模原市の制度に統合する｡た

だし、関係機関との調整を要する。 
８５ 

２０ 骨粗しょう症予防事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ８７ 

２１ 生活習慣病対策事業 
速やかに相模原市の制度に統合する。た

だし、関係機関との調整を要する。 
８８ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１ 
ページ 

２２ 母子健康手帳交付事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ８９ 

２３ 妊婦健康診査事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ９０ 

２４ 乳幼児健康診査事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ９１ 

２５ 歯の衛生週間歯科保健事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ９３ 

２６ 妊産婦新生児訪問指導事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ９４ 

２７ 母子保健事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 ９５ 

２８ 慢性疾患児保健指導事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
９７ 

２９ 思春期保健事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。た

だし、事業内容については地域特性に配慮

し調整する。 

９８ 

３０ 特定不妊治療費助成事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の

制度に統合する。 
１００ 

３１ 未熟児養育事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１０１ 

３２ 育成医療事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の

制度に統合する。 
１０２ 

３３ 小児特定疾患医療事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の

制度に統合する。 
１０３ 

３４ 墓地等紛争調停委員会 合併時に相模原市の制度に統合する。 １０４ 

３５ 保健医療計画 

現行のまま新市に引き継ぐ。ただし、次

計画の策定までは、現計画をそれぞれの地

域計画とする。 

１０５ 

３６ 
医師等医療関係従事者の免

許事務 

保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１０６ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１ 
ページ 

３７ 結核診査協議会経費 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１０７ 

３８ 
結核定期健康診断・予防接

種事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １０８ 

３９ 結核定期外健康診断事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１０９ 

４０ 結核医療扶助事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１１０ 

４１ 結核患者管理指導事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１１１ 

４２ 結核対策特別促進事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１１２ 

４３ 結核児童療育給付事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１１３ 

４４ 感染症診査協議会経費 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１１４ 

４５ 感染症予防対策事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １１５ 

４６ 感染症発生動向調査事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１１６ 

４７ エイズ予防対策事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１１７ 

４８ 集団予防接種事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １１８ 

４９ 個別予防接種事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １１９ 

５０ 特定疾患保健指導事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１２０ 

５１ 精神保健相談事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。た

だし、事業内容については地域特性に配慮

し調整する。 

１２１ 

５２ 精神保健集団指導活動事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １２３ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１ 
ページ 

５３ 精神保健訪問指導事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １２４ 

５４ 精神保健普及事業 

普及講演会・公開講座開催・地域作業所・

関係機関連絡会議・ボランティア育成支

援・社会適応訓練事業のための相談及び事

業所訪問・生活ホーム運営支援については、

合併時に相模原市の制度に統合する。 

 当事者会、家族会支援については、速や

かに相模原市の制度に統合する。 

１２５ 

５５ 
精神障害者社会参加促進事

業 

地域精神保健福祉連絡協議会について

は、合併時に相模原市の制度に統合する。 

ほのぼの１００人運動会については、速

やかに相模原市の制度に統合する。 

１２６ 

５６ 老人性痴呆疾患対策事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １２７ 

５７ エイズ検査・相談事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１２９ 

５８ 性感染症検査･相談事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１３０ 

５９ 難病患者等短期入所事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １３１ 

６０ 
難病患者等ホームヘルプサ

ービス事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。た

だし、実施方法については調整を図る。 
１３２ 

６１ 
精神障害者ホームヘルプサ

ービス事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 １３３ 

６２ 精神障害者短期入所事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １３４ 

６３ 医事・薬事等指導事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１３５ 

６４ 食品衛生事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１３６ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
別冊１ 
ページ 

６５ 
環境衛生関係営業施設等指

導事務 

保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１３７ 

６６ 生活環境対策事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１３８ 

６７ 狂犬病予防事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １３９ 

６８ 動物愛護事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １４０ 

６９ 衛生害虫等駆除事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １４１ 

７０ 調理師等免許事務 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１４２ 

７１ 衛生検査事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１４３ 

７２ 衛生試験所維持管理事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模

原市の制度に統合する。 
１４４ 

７３ 
保健と福祉のライブラリー

事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 １４５ 

７４ 健康教育事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １４６ 

７５ 健康相談事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １４８ 

７６ 機能訓練事業 ３年以内に相模原市の制度に統合する。 １４９ 

７７ 訪問指導事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １５１ 

７８ 母子健康教育事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。た

だし、事業内容については地域特性に配慮

し調整する。 

１５２ 

７９ 乳幼児健康診査の実施 合併時に相模原市の制度に統合する。 １５４ 

８０ 栄養改善指導の実施 合併時に相模原市の制度に統合する。 １５５ 



 

番号 事務事業名 調整方針 
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８１ 健康度評価事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 １５７ 

８２ 地域保健医療審議会事務 速やかに相模原市の制度を適用する。 １５８ 

８３ 急病診療事業 

・  休日急病医科診療事業については、

現行のまま新市に引き継ぐ。ただし、

合併後新市において、そのあり方につ

いて検討する。 

・  休日急患歯科診療事業については、

合併時に相模原市の制度を適用する。 

・  休日夜間急患調剤事業については、

現行のまま新市に引き継ぐ。 

・  夜間急病診療事業については、現行

のまま新市に引き継ぐ｡ただし、合併後

新市において、そのあり方について検

討する。 

・  病院群輪番制運営事業については、

合併時に相模原市の制度を適用する。 

・  小児急病診療事業については、合併

時に相模原市の制度を適用する。 

・  外科系救急医療体制支援事業につい

ては、合併時に相模原市の制度を適用

する。 

・  救急医療情報センター運営事業につ

いては、合併時に相模原市の制度を適

用する。 

・  休日柔道整復施療所運営費補助金に

ついては、合併時に相模原市の制度を

適用する。 

１５９ 

８４ 
災害時医療救護体制整備事

業 

災害時医療救護検討会については、速や

かに相模原市の制度を適用する。ただし、

災害時医薬品の更新については、新たな地

域防災計画の策定状況を見ながら検討す

る。 

１６８ 
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８５ 地域医療事業 

保健衛生思想啓発普及事業については、

合併時に相模原市の制度を適用する。 

高度医療機器共同利用事業及び地域医療

協力事業補助金については、現行のまま新

市に引き継ぐ。 

１６９ 

８６ 看護職員確保対策事業 

・ 「看護の心」啓発普及事業については、

現行のまま新市に引き継ぐ。 

・ 院内保育施設運営費補助金については、

合併時に相模原市の制度を適用する。 

・  ナースセンター運営費補助金、看護

師等修学資金貸付事業、相模原衛生学

院運営費補助金、相模原准看護学院運

営費補助金及び看護職員養成施設維持

管理費については、現行のまま新市に

引き継ぐ。 

１７１ 

８７ 各種医療関係団体補助金 現行のまま新市に引き継ぐ。 １７５ 

 



参 考 

保健衛生事業の取扱いの考え方について 

 

１ 保健所について 

現在保健所業務は、相模原市域については相模原市保健所が、津久井３町については神

奈川県津久井保健福祉事務所がそれぞれ行っています。合併後は、新市域全体が中核市と

なるため新市において保健所業務を行うこととなります。 

（１）保健所業務の主なもの 

ア 医事薬務関係 

・病院、診療所（医科、歯科）、施術所、歯科技工所及び衛生検査所の開設許可及び立入検

査 

・指導（医療法、あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師等に関する法律等） 

・医薬品、医療機器、毒物・劇物の販売業等許可及び監視指導（薬事法、毒物劇物取締法） 

・薬物乱用防止対策事業（麻薬及び向精神薬取締法、覚せい剤取締法、あへん法） 

・国民生活基礎調査、人口動態調査等の保健衛生統計調査に関すること（統計法） 

イ 保健予防関係 

・身体障害児育成医療給付事業（児童福祉法） 

・未熟児療育医療給付事業（母子保健法） 

・結核患者医療費給付事業（結核予防法） 

・感染症対策事業（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律） 

ウ 環境衛生関係 

・旅館業、興行場、公衆浴場・水浴場（プール）の営業許可及び監視指導（旅館業法、興

行場法、公衆浴場法、神奈川県水浴場等に関する条例） 

・理容、美容、クリーニング業の開設確認及び監視指導（理容師法、美容師法、クリーニ

ング法） 

・特定建築物の届出の受理及び監視指導（建築物における衛生的環境の確保に関する法律） 

・温泉利用施設の立入検査及び許可（温泉法） 

・有害物質を含有する家庭用品の製造・輸入・販売業者への立入検査及び収去（有害物質

を含有する家庭用品の規制に関する法律） 

・墓地等の経営の許可（墓地、埋葬等に関する法律） 

・専用水道・小規模水道の確認及び簡易専用水道小規模受水槽水道施設の届出の受理及び

監視指導（水道法） 

エ 食品衛生関係 

・飲食店営業等の営業許可及び監視指導（食品衛生法等） 

・給食施設等の届出及び監視指導（食品衛生法の施行に関する条例） 

オ 動物指導関係 

・犬猫の引き取り、負傷動物の保護・連絡・収容（動物の愛護及び管理に関する法律） 

・動物取扱業の確認及び指定動物の飼養許可及び監視指導（神奈川県動物愛護及び管理に



関する条例） 

・犬の捕獲及び抑留・処分（狂犬病予防法） 

（２）相模原市、城山町、津久井町及び相模湖町区域の保健所の名称、位置 

名 称 所 在 地 所 管 区 域 

相模原市保健所 相模原市富士見６－１－１ 相模原市 

神奈川県津久井保

健福祉事務所 

津久井町中野９３７－２ 城山町、津久井町、相模湖町及び藤

野町 

 

２ 保健センターについて 

保健センターは、住民に対し、健康相談、保健指導及び健康診査その他地域保健に関し、

必要な事業を行うことを目的として設置しています。 

【設置状況】 

名 称 所 在 地 

相模原市保健所中央保健センター 相模原市富士見６－１－１ 

相模原市保健所中央保健センター南保健指導

班 

相模原市相模大野５－３１－１ 

城山町保健福祉センター 城山町久保沢２－２６－１ 

津久井町保健センター 津久井町中野６３３ 

 

３ 急病診療事業について 

急病診療事業については、相模原市では、休日や夜間に発生した急病患者の医療の確保

を図るための初期救急医療機関として、相模原及び相模原南メディカルセンター急病診療

所を設置し、休日急病医科診療事業、夜間急病診療事業、小児急病診療事業を行っていま

す。また、入院治療を要する患者の治療を受け持つ二次救急医療機関の確保を図るため、

病院群輪番制運営事業や外科系救急医療体制支援事業を行っています。 

津久井３町では、広域行政組合が、休日に発生した急病患者の医療を確保するため津久

井郡急病診療所委託事業を行うととも、夜間に発生した急病患者の医療を確保するため、

在宅当番医制による夜間急病診療委託事業を行っています。 

合併後においては、１市３町で実施している事業は、「現行のまま新市に引き継ぎ、合

併後、新市において医師会を含めてそのあり方を検討するもの」とし、３町で実施してい

ない事業については、「相模原市の制度を適用する」ものとします。 

【急病診療所設置状況】 

名 称 所 在 地 

相模原メディカルセンター急病診療所 相模原市富士見６－１－１ 

相模原南メディカルセンター急病診療所 相模原市相模大野４－４－１ 

津久井郡急病診療所 津久井町中野１６８１－１ 

 



保健衛生事業の現況比較 

１ 保健医療計画 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 計画名称 

 

 

 

② 計画期間 

 

 

相模原市保健医療計画～みん

な元気「さがみはら健康プラ

ン２１」～ 

 

平成14年度～平成22年度 

 

健やかさがこだまする城山町

 

 

 

平成13年度～平成22年度 

 

津久井町保健計画～つくい芽

生芽木プラン２１ 

 

 

平成15年度～平成24年度 

 

健康さがみこ２１計画 

 

 

 

平成16年度～平成25年度 

現行のまま新市に引き継

ぐ。ただし、次計画の策

定までは、現状の計画を

それぞれの地区計画とす

る。 

 

２ 基本健康診査                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

② 実施方法 

 

③ 実施時期 

 

 

④ 一部負担金 

 

 

⑤ 予定人員（平１６）

 

 

４０歳以上 

 

市医師会加入の協力医療機関

 

通年 

 

 

基本 １，０００円 

基本＋肝炎 ２，２００円 

 

５３，０６０人 

 

４０歳以上 

 

郡医師会加入の町内医療機関

 

６月～１０月 

 

 

基本 １，０００円 

基本＋肝炎 ２，０００円 

 

２，４８３人 

 

４０歳以上 

 

郡医師会加入の町内医療機関

 

９～１０月 

 

 

基本 １，０００円 

基本＋肝炎 ２，０００円 

 

３，０００人 

 

４０歳以上 

 

郡医師会加入の町内医療機関

 

６４歳以下 ５～６月 

６５歳以上 ４月、１０月 

 

基本 １，０００円 

基本＋肝炎 ２，０００円 

 

１，０００人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。ただし、関

係機関との調整を要す

る。 



３ がん検診事業 

（１）胃がん検診事業                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

① 対象者 

 

② 実施場所 ：施設

：集団

 

③ 実施時期 ：施設

：集団

 

④ 一部負担金：施設

：集団

 

⑤ 予定人員 ：施設

（平１６）：集団

４０歳以上 

 

市医師会加入の協力医療機関

市内公共施設（検診車） 

 

通年 

通年（年４６回） 

 

２，９００円 

９００円 

 

５，３００人 

５，２６０人 

４０歳以上 

 

－ 

保健福祉センター（検診車）

 

－ 

年５回（５，６，７，９，１０月）

 

－ 

９００円 

 

－ 

５００人 

４０歳以上 

 

－ 

町内公共施設（検診車） 

 

－ 

年５回（９，１０月に５日間） 

 

－ 

９００円 

 

－ 

４３０人 

４０歳以上 

 

－ 

町内公共施設（検診車） 

 

－ 

年１回（５月に５日間） 

 

－ 

１，０００円 

 

－ 

５０５人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。ただし、関

係機関との調整を要す

る。 

（２）子宮がん検診事業                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

① 対象者 

 

② 実施場所 ：施設

 

：集団

 

③ 実施時期 ：施設

：集団

 

④ 一部負担金：施設

 

：集団

 

⑤ 予定人員 ：施設

（平１６）：集団

３０歳以上 

 

市医師会加入の協力医療機関

 

市内公共施設（検診車） 

 

通年 

通年（年４６回） 

 

頚部 １，７００円 

頚部＋体部 ２，２００円 

頚部 ６００円 

 

１０，０００人 

６，５７０人 

２５歳以上 

 

郡医師会加入の郡内及び町内

協力医療機関 

保健福祉センター（検診車）

 

１０～１２月 

年３回（５，６，９月） 

 

頚部 １，７００円 

頚部＋体部 ２，５００円 

頚部 ６００円 

 

１１０人 

３００人 

２５歳以上 

 

郡医師会加入の郡内及び町内

協力医療機関 

町内公共施設（検診車） 

 

１０月１日～１２月１８日 

年５回（９，１０月に５日間） 

 

頚部 １，７００円 

頚部＋体部 ２，５００円 

頚部 ６００円 

 

７５人 

４００人 

２５歳以上 

 

郡医師会加入の郡内及び町内

協力医療機関 

町内公共施設（検診車） 

 

１０月１日～１２月１８日 

年１回（５月に５日間） 

 

頚部 １，７００円 

頚部＋体部 ２，５００円 

頚部 ６００円 

 

１０人 

３４６人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。ただし、関

係機関との調整を要す

る。 



（３）乳がん検診事業                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

① 対象者 

 

② 実施場所 ：施設

 

：集団

 

③ 実施時期 ：施設

：集団

 

④ 一部負担金：施設

：集団

 

⑤ 予定人員 ：施設

（平１６）：集団

３０歳以上 

 

市医師会加入の協力医療機関

及びメディカルセンター 

市内公共施設（検診車） 

 

通年 

通年（年４６回） 

 

７００円 

３００円 

 

９，４００人 

６，３５０人 

３０歳以上 

 

郡医師会加入の郡内及び町内

協力医療機関 

保健福祉センター（検診車）

 

９月 

年３回（５，６，９月） 

 

７００円 

５００円 

 

５０人 

４００人 

３０歳以上 

 

郡医師会加入の郡内及び町内

協力医療機関 

町内公共施設（検診車） 

 

９月 

年５回（９，１０月に５日間） 

 

７００円 

３００円、マンモ １，０００円

 

４０人 

５２０人（内マンモ併用１２０人）

３０歳以上 

 

郡医師会加入の郡内及び町内

協力医療機関 

町内公共施設（検診車） 

 

９月 

年１回（５月に５日間） 

 

７００円 

エコー１，０００円 

 

１０人 

４１４人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。ただし、関

係機関との調整を要す

る。 

（４）肺がん検診事業                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

① 対象者 

 

② 実施場所 ：施設

 

：集団

 

③ 実施時期 ：施設

：集団

 

④ 一部負担金：施設

 

 

：集団

 

 

⑤ 予定人員 ：施設

（平１６）：集団

４０歳以上 

 

市医師会加入の協力医療機関

及びメディカルセンター 

市内公共施設（検診車） 

 

通年 

通年（年４６回） 

 

Ｘ線（５０歳以上）８００円

Ｘ線＋喀痰（４０歳以上） 

１，７００円

Ｘ線 ２００円 

Ｘ線＋喀痰 ７００円 

 

６，１００人 

５，１１０人 

４０歳以上 

 

－ 

 

保健福祉センター（検診車）

 

－ 

年５回（５，６，７，９，１０月）

 

－ 

 

 

Ｘ線２００円 

Ｘ線＋喀痰７００円 

 

－ 

５５０人 

４０歳以上 

 

－ 

 

町内公共施設（検診車） 

 

－ 

年５回（９，１０月に５日間） 

 

－ 

 

 

Ｘ線２００円 

Ｘ線＋喀痰７００円 

 

－ 

３８０人 

４０歳以上 

 

－ 

 

町内公共施設（検診車） 

 

－ 

年１回（５月に５日間） 

 

－ 

 

 

Ｘ線２００円 

Ｘ線＋喀痰１，０００円 

 

－ 

５４７人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。ただし、関

係機関との調整を要す

る。 



（５）大腸がん検診事業                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

② 実施場所 ：施設

：集団

 

③ 実施時期 ：施設

：集団

 

④ 一部負担金：施設

 

：集団

 

⑤ 予定人員 ：施設

（平１６）：集団

 

 

４０歳以上 

 

市医師会加入の協力医療機関

市内公共施設（検診車） 

 

通年 

通年（年４６回） 

 

５００円（基本健康診査と併

せて受診の場合のみ実施） 

５００円 

 

２９，０００人 

５，０３０人 

 

４０歳以上 

 

－ 

保健福祉センター（検診車）

 

－ 

年５回（５，６，７，９，１０月）

 

－ 

 

５００円 

 

－ 

５００人 

 

４０歳以上 

 

－ 

町内公共施設（検診車） 

 

－ 

年５回（９，１０月に５日間） 

 

－ 

 

５００円 

 

－ 

４００人 

 

４０歳以上 

 

－ 

町内公共施設（検診車） 

 

－ 

年１回（５月に５日間） 

 

－ 

 

５００円 

 

－ 

５００人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。ただし、関

係機関との調整を要す

る。 

 

４ 乳幼児健康診査事業 

（１）４か月児健康診査 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

② 実施方法 

 

③ 実施時期 

 

④ 予定人員（平１６）

 

 

４か月児（医科） 

 

集団（市内３会場） 

 

７回／月 

 

６，１００人 

 

４か月児（医科） 

 

集団（町内３会場） 

 

１回／２か月 

 

約２００人 

 

４か月児（医科） 

 

集団（町内１会場） 

 

１回／２か月  年６回 

 

１８０人～２４０人 

 

４か月児（医科） 

 

集団（町内１会場） 

 

１回／２か月 

 

５０人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 



（２）８か月児健康診査 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

② 実施方法 

 

③ 実施時期 

 

④ 予定人員（平１６）

 

 

８か月児（医科） 

 

個別（協力医療機関） 

 

通年 

 

６，１００人 

 

１０か月児（医科） 

 

集団（町内１会場） 

 

１回／２か月 

 

約２００人 

 

９か月児（医科） 

 

集団（町内１会場） 

 

１回／２か月 

 

１８０人～２４０人 

 

９か月児（医科） 

 

集団（町内１会場） 

 

５回／年 

 

５０人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 

 

（３）１歳児健康診査 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

② 実施方法 

 

③ 実施時期 

 

④ 予定人員（平１６）

 

 

１歳児（医科） 

 

個別（協力医療機関） 

 

通年 

 

６，１００人 

 

 

     － 

 

 

     － 

 

 

     － 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 



（４）１歳６か月児健康診査                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

② 実施方法 ：医科

実施時期  

：歯科

 

 

③ 予定人員 ：医科

（平１６）：歯科

 

 

１歳６か月児 

 

個別（協力医療機関） 

通年 

集団（市内３会場） 

７回／月 

 

６，１００人 

６，１００人 

 

１歳６か月児（6～7ヵ月児）

 

集団（町内１会場） 

１回／２か月 

集団（町内１会場） 

１回／２か月 

 

約２００人 

約２００人 

 

１歳６か月児（6～7ヵ月児）

 

集団（町内１会場） 

１回／２か月 

集団（町内１会場） 

１回／２か月 

 

１８０人～２４０人 

１８０人～２４０人 

 

１歳６か月児（5～7ヵ月児）

 

集団（町内１会場） 

１回／２か月 

集団（町内１会場） 

１回／２か月 

 

７０人 

７０人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 

 

（５）２歳６か月児歯科健康診査                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

② 実施方法 

 

③ 実施時期 

 

④ 予定人員（平１６）

 

 

２歳６か月児 

 

集団（市内３会場） 

 

７回／月 

 

６，１００人 

 

２歳児、２歳６か月児 

 

集団（町内１会場） 

 

１回／２か月 

 

各約２００人 

 

２歳６か月児 

 

集団（町内１会場） 

 

１回／２か月 

 

１８０人～２４０人 

 

２歳児、２歳６か月児 

 

集団（町内１会場） 

 

５回／年 

 

各約６５人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 



（６）３歳６か月児健康診査                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

 

② 実施方法 

 

③ 実施時期 

 

④ 予定人員（平１６）

 

 

３歳６か月児（医科、歯科、視聴覚）

 

 

集団（市内３会場） 

 

７回／月 

 

６，１００人 

 

３歳児（医科、歯科） 

３歳１０か月（歯科、視聴覚）

 

集団（町内１会場） 

 

１回／２か月 

 

各約２００人 

 

３歳６か月児（医科、歯科、視聴覚）

 

 

集団（町内１会場） 

 

１回／２か月 

 

１８０人～２４０人 

 

３歳６か月児（医科、歯科、視聴覚）

 

 

集団（町内１会場） 

 

３回／年 

 

６０人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 

 

５ 妊産婦新生児訪問指導事業 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

 

② 実施内容 

 

 

 

 

 

③ 訪問人数（平１５）

 

 

訪問指導を必要と認める第１

子の新生児及び妊産婦 

 

・日常生活指導、相談 

・疾病の早期発見 

・新生児の発育、栄養状態及

び生活環境に関する指導 

 

 

1,813人 

 

訪問指導を必要とする妊婦及

び新生児と産婦の全数 

 

・親子の健康状態の観察 

・育児環境、療育環境の把握

・育児相談 

 

 

 

326人 

 

・初妊婦の訪問希望者 

・第１子の産婦及び新生児 

 

・日常生活全般の指導 

・母体回復に関する生活指導

・新生児の発育、栄養状態や

適切な療育環境に関する指導

・疾病の早期発見 

 

121人 

 

第１子及び訪問指導を必要と

認める新生児及び妊産婦 

 

・日常生活指導、相談 

・疾病の早期発見 

・新生児の発育、栄養状態及

び生活環境に関する指導 

 

 

46人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 



６ 結核定期健康診断・予防接種事業 

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 定期健康診断の実

施回数（平１６）

 

② 実施方法 

 

③ 定期健康診断の受

診者数（平１６）

 

 

４８回 

 

 

集団健診 

 

５，２８４人 

 

 

４回 

 

 

集団健診 

 

２８３人 

 

 

５回 

 

 

集団健診 

 

５００人 

 

 

６回 

 

 

集団健診 

 

５３７人 

 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 

 

① 乳幼児に対するツベ

ルクリン反応検査・Ｂ

ＣＧ接種の実施会場

 

② 実施方法 

 

③ 乳幼児に対するツベ

ルクリン反応検査・Ｂ

ＣＧ接種の接種者数

（平１５） 

 

 

延べ５５会場 

 

 

 

集団予防接種（一部個別） 

 

ツ反  ６，１７８人 

ＢＣＧ ５，７７４人 

 

１会場（町保健福祉センター）

 

 

 

集団予防接種 

 

ツ反  ２１１人 

ＢＣＧ ２０９人 

 

延べ２２会場 

 

 

 

集団予防接種 

 

ツ反  ２４２人 

ＢＣＧ  ２１８人 

 

１会場（町役場） 

 

 

 

集団予防接種 

 

ツ反  ５９人 

ＢＣＧ ５８人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 

 

７ 集団予防接種事業（ポリオ）                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 実施時期 

 

② 予定人数（平１６）

 

③ 実施会場 

 

 

年２回（4月、10月） 

 

１３，０００人 

 

１９会場（延べ８３会場） 

 

年２回（4月、10、11月） 

 

４４０人 

 

１会場（延べ６会場） 

 

年２回（4月、9月） 

 

３６０人 

 

１会場（延べ６会場） 

 

年２回（4月、10月） 

 

２００人 

 

１会場（延べ３会場） 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 



８ 個別予防接種事業 

（１）乳幼児等予防接種事業（三種混合、二種混合、麻しん、風しん及び日本脳炎）                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 実施時期 

 

② 予定人数（平１６）

 

③ 実施会場 

 

④ 協力医療機関数 

 

⑤ 助成金制度 

 

 

通年 

 

約６７，０００人 

 

協力医療機関 

 

１４４施設 

 

有（１４１件） 

 

通年 

 

２，１９０人 

 

協力医療機関 

 

７施設 

 

有（２件） 

 

通年 

 

２，３５５人 

 

協力医療機関 

 

６施設 

 

無 

 

通年 

 

７５０人 

 

協力医療機関 

 

５施設 

 

有（１３件） 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 

 

（２）高齢者インフルエンザ                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 実施時期 

 

② 予定人数（平１６）

 

③ 実施会場 

 

④ 協力医療機関数 

 

⑤ 自己負担金 

 

⑥ 自己負担金免除対

象者 

 

 

10月20日から1月31日 

 

約３５，０００人 

 

協力医療機関 

 

２３８施設 

 

１，０００円 

 

生活保護世帯及び市民税非課

税世帯に属する人 

 

10月1日から2月28日 

 

１，５００人 

 

協力医療機関 

 

１５施設 

 

１，０００円 

 

生活保護世帯に属する人 

 

10月1日から2月28日 

 

１，４３０人 

 

協力医療機関 

 

２４施設 

 

１，０００円 

 

生活保護世帯に属する人 

 

10月1日から2月28日 

 

６００人 

 

協力医療機関 

 

１５施設 

 

１，０００円 

 

生活保護世帯に属する人 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 



９ 健康度評価事業 

（１）生活習慣病予防                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

 

 

 

 

 

 

② 実施方法 

 

 

 

 

③ 予定人数（平１６）

 

 

基本健康診査の結果、 

・保健師要指導の指示のあっ

た者 

・異常なしのうち、40、50歳

の者 

・要指導の者のうち、40、50

歳のもの 

 

生活習慣質問票を実施。アド

バイス票を送付。 

 

 

 

２，９００人 

 

詳細は検討中 

 

・基本健康診査の結果、保健

師栄養士要指導の指示のあっ

た者（６５歳未満） 

・健康感、充実感の低い者等

・健康相談来所者で希望する

者 

 

 

基本健康診査の問診票データ

から条件抽出して保健事業を

紹介する。健康相談来所者に

は、面接相談。 

 

１５０人 

 

該当なし 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 

（２）生活機能低下予防                         

区分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 調整の具体的方針 

 

① 対象者 

 

 

 

 

 

 

 

② 実施方法 

 

 

 

③ 予定人数（平１６）

 

 

当該年度70歳以上の市民全員

に生活習慣問診票を送付し、

返送された内容を評価し、要

介護状態に移行するリスクが

高いと判定された者 

 

 

 

保健師等が電話や訪問等で積

極的に保健指導・事業参加勧

奨を行う。 

 

約５，０００人 

 

詳細は検討中 

 

・民生委員の訪問活動時に調

査を行う。その内容から保健

師が要フォロー者をピックア

ップする。 

・保健師による地区健康講座

実施時にアセスメント票を活

用し調査する。 

 

保健師等が電話や訪問等で保

健指導・事業参加勧奨を行う。

 

 

３０人 

 

該当なし 

合併時に相模原市の制度

に統合する。 



１０ 急病診療事業 

（１）休日急病医科診療事業 

区分 相模原市 広域行政組合 調整の具体的方針 

 

① 内容 

 

 

② 診療時間 

 

 

③ 診療科目 

 

 

 

④ 診療場所 

 

 

休日（日曜日、祝祭日、年末年始）における初期救急医療機

関の確保 

 

午前９時から午後５時 

 

 

内科、外科、眼科、耳鼻科等 

（眼科、耳鼻科は、相模原南メディカルセンター急病診療所

に限る） 

 

相模原及び相模原南メディカルセンター急病診療所 

 

休日（日曜日、祝祭日、年末年始）における初期救急医療機

関の確保 

 

午前８時４５分から午後４時 

午後７時から午後１０時 

 

内科・小児科 

（耳鼻科は相模原市と覚書を締結し、広域耳鼻咽喉科救急医

療事業として実施） 

 

津久井郡急病診療所 

現行のまま新市に引き継

ぐ。ただし、合併後新市

において、そのあり方に

ついて検討する。 

 

（２）休日急患歯科診療事業                         

区分 相模原市 広域行政組合 調整の具体的方針 

 

① 内容 

 

 

② 診療時間 

 

③ 診療場所 

 

 

休日（日曜日、祝祭日、年末年始）の昼間における急患歯科

診療所の確保 

 

午前９時から午後５時 

 

相模原口腔保健センター休日急患歯科診療所 

－ 
合併時に相模原市の制度

を適用する。 



（３）休日夜間急患調剤事業                         

区分 相模原市 広域行政組合 調整の具体的方針 

 

① 内容 

 

 

② 診療時間 

 

 

 

③ 診療場所 

 

 

休日（日曜日、祝祭日、年末年始）及び毎夜間における急患

調剤薬局の確保 

 

休日：午前９時から午後５時 

夜間：午後８時から午後１１時（休日は午後５時から、平日

は１か所午後７時から） 

 

相模原及び相模原南メディカル調剤薬局 

－ 
現行のまま新市に引き継

ぐ。 

 

（４）夜間急病診療事業                         

区分 相模原市 広域行政組合 調整の具体的方針 

 

① 内容 

 

② 診療時間 

 

 

 

 

③ 診療科目 

 

④ 診療場所 

 

 

 

夜間における初期救急医療機関の確保 

 

相模原及び相模原南メディカルセンター急病診療所：午後８

時から午後１１時 

二次救急当番医療機関：午後７時から翌日午前９時（土曜・

休日は午後５時から） 

 

内科系、外科系 

 

・相模原及び相模原南メディカルセンター急病診療所 

・二次救急当番医療機関（１日１か所） 

 

夜間における初期救急医療機関の確保 

 

午後７時から午後１０時 

 

 

 

 

 

 

郡内在宅当番医 

現行のまま新市に引き継

ぐ。ただし、合併後新市

において、そのあり方に

ついて検討する。 



（５）病院群輪番制運営事業                         

区分 相模原市 広域行政組合 調整の具体的方針 

 

① 内容 

 

 

② 診療時間 

 

 

 

③ 診療場所 

 

 

土曜日、休日及び夜間における入院治療を必要とする救急患

者のための二次救急医療機関の確保 

 

休日：午前９時から翌日午前９時 

土曜日：午後１時から翌日午前９時 

平日夜間：午後７時から翌日午前９時 

 

二次救急医療機関及び二次救急補助医療機関（１日１か所）

 

土曜日、休日及び夜間における入院治療を必要とする救急患

者のための二次救急医療機関の確保（相模原市と協定を締結

して実施） 

合併時に相模原市の制度

を適用する。 

 

（６）小児急病診療事業                         

区分 相模原市 広域行政組合 調整の具体的方針 

 

① 内容 

 

 

 

② 診療時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 診療場所 

 

 

 

・休日及び夜間における小児救急患者のための初期救急医療

機関及び二次救急医療機関の確保 

・メディカル調剤薬局の確保 

 

・相模原メディカルセンター急病診療所 

休日：午前９時から翌日午前６時 

夜間：午後８時（土曜日は午後５時）から翌日午前６時 

・相模原南メディカルセンター急病診療所 

休日：午前９時から午後５時 

・二次救急医療機関 

休日：午前９時から翌日午前９時 

夜間：午後７時から（土曜日は午後１時）から翌日午前９時

 

・相模原及び相模原南メディカルセンター急病診療所 

・二次救急医療機関（１日１か所） 

休日及び夜間における小児救急患者のための初期救急医療機

関及び二次救急医療機関の確保（相模原市と協定を締結して

実施） 

 

 

 

合併時に相模原市の制度

を適用する。 



（７）外科系救急医療体制支援事業                         

区分 相模原市 広域行政組合 調整の具体的方針 

① 内容 

 

 

 

② 診療時間 

 

 

③ 診療場所 

 

 

土曜、休日及び夜間における外科系二次救急医療機関の確保

（初期診療も兼ねて実施） 

 

休日：午前９時（土曜日は午後１時）から翌日午前９時 

夜間：午後５時から翌日午前９時 

 

１２医療機関（１日１か所） 

－ 
合併時に相模原市の制度

を適用する。 

 

（８）救急医療情報センター運営事業                         

区分 相模原市 広域行政組合 調整の具体的方針 

① 内容 

 

 

 

② 開設時間 

 

 

 

 

土曜日、休日及び夜間における受診可能な医療機関を電話で

紹介する相模原救急医療情報センターの運営 

 

土曜日：午後１時から翌日午前９時 

休日：午前９時から翌日午前９時 

夜間：午後５時から翌日午前９時 

－ 
合併時に相模原市の制度

を適用する。 

 



先進事例 
 
■ 秋田市・河辺町・雄和町 

保健、衛生事業については、合併時に秋田市の制度に統一する。ただし、一部の事務事

業については、廃止する。 

 
■ 新潟市・黒埼町 

黒埼町の各種事務事業は、新潟市の制度に統一する。ただし、以下の事業については、

従来からの経緯、実情を考慮し、住民サービスの低下を招かないこととし、下記のとおり

調整する。 

○ 黒埼町で従来から実施している老人保健事業は、以下のとおりとする。 

① 集団検診は、黒埼町保健センターで実施する。この場合集団検診の基本健診個人負

担は現行のとおりとする。 

② 基本健診結果説明会は、当分の間、現行のとおりとする。 

③ 機能訓練事業は、現行のとおりとする。 

○ 黒埼町食生活改善推進委員は、当分の間、新潟市の食生活改善推進委員として存続す

る。 

 
■ 豊田市・藤岡町・小原村・足助町・下山村・旭町・稲武町 

○ 保健所について 

１ 保健所業務は、合併時に豊田市保健所が６町村の区域を対象に引き継ぐ。 

２ 業務の実施場所（本庁、支所）等は、合併協議における事務組織及び機構の取り扱

いにより、合併時までに調整する。 

３ 加茂保健所足助支所の施設、人員の配置については、合併時までに愛知県と調整す

る。 

○ 保健センターについて 

保健センターは、既存の施設を地域の保健・福祉の活動拠点として利用する。ただし、

業務内容等については、合併協議における事務組織及び機構の取り扱いにより、合併時

までに調整する。 

○ 健康診査・検診事業について 

１ 検診の方式は、医療機関検診方式と集団検診方式を現行のとおり併用して実施する。

ただし、歯周病検診は、個別医療機関検診方式に統一する。 

２ 対象者、検診内容及び個人負担金は、合併時に豊田市の制度に統一する。 

３ 小原村、足助町、下山村、旭町及び稲武町で実施している送迎及び基本健康診査後

の結果説明会は、合併時は現行のとおりとし、合併３年後を目途に調整する。 

 



保健衛生事業の取扱いに関する法令 
 
○地域保健法 (昭和２２年法律第１０１号)（抄） 

第３章 保健所 

第５条 保健所は、都道府県、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２５２条の１９

第１項の指定都市、同法第２５２条の２２第１項の中核市その他の政令で定める市又

は特別区が、これを設置する。 

２ 都道府県は、前項の規定により保健所を設置する場合においては、保健医療に係る

施策と社会福祉に係る施策との有機的な連携を図るため、医療法(昭和２３年法律第

２０５号)第３０条の３第２項第１号に規定する区域及び介護保険法(平成９年法律

第１２３号)第１１８条第２項第１号に規定する区域を参酌して、保健所の所管区域

を設定しなければならない。 

第６条 保健所は、次に掲げる事項につき、企画、調整、指導及びこれらに必要な事業

を行う。 

(1)  地域保健に関する思想の普及及び向上に関する事項 

(2)  人口動態統計その他地域保健に係る統計に関する事項 

(3)  栄養の改善及び食品衛生に関する事項 

(4)  住宅、水道、下水道、廃棄物の処理、清掃その他の環境の衛生に関する事項 

(5)  医事及び薬事に関する事項 

(6)  保健師に関する事項 

(7)  公共医療事業の向上及び増進に関する事項 

(8)  母性及び乳幼児並びに老人の保健に関する事項 

(9)  歯科保健に関する事項 

(10) 精神保健に関する事項 

(11) 治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病により長期に療養を必要

とする者の保健に関する事項 

(12) エイズ、結核、性病、伝染病その他の疾病の予防に関する事項 

(13) 衛生上の試験及び検査に関する事項 

(14) その他地域住民の健康の保持及び増進に関する事項 

第７条 保健所は、前条に定めるもののほか、地域住民の健康の保持及び増進を図るた

め必要があるときは、次に掲げる事業を行うことができる。 

(1)  所管区域に係る地域保健に関する情報を収集し、整理し、及び活用すること。

(2)  所管区域に係る地域保健に関する調査及び研究を行うこと。 

(3)  歯科疾患その他厚生労働大臣の指定する疾病の治療を行うこと。 

(4)   試験及び検査を行い、並びに医師、歯科医師、薬剤師その他の者に試験及び
検査に関する施設を利用させること。 

  

 



 

第４章 市町村保健センター 

第１８条 市町村は、市町村保健センターを設置することができる。 

２ 市町村保健センターは、住民に対し、健康相談、保健指導及び健康診査その他地域保

健に関し必要な事業を行うことを目的とする施設とする。 

 
○健康増進法（平成１４年法律第１０３号）（抄） 

第２章 基本方針等 

(基本方針) 

第７条 厚生労働大臣は、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針(以

下｢基本方針｣という。)を定めるものとする。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（1） 国民の健康の増進の推進に関する基本的な方向 

（2） 国民の健康の増進の目標に関する事項 

（3） 次条第１項の都道府県健康増進計画及び同条第２項の市町村健康増進計画の策

定に関する基本的な事項 

（都道府県健康増進計画等） 

第８条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の住民の健康の増進の推進に関

する施策についての基本的な計画（以下｢都道府県健康増進計画｣という。）を定めるも

のとする。 

２ 市町村は、基本方針及び都道府県健康増進計画を勘案して、当該市町村の住民の健康

の増進の推進に関する施策についての計画（以下｢市町村健康増進計画｣という。）を定め

るよう努めるものとする。 

 



 
○老人保健法（昭和５７年法律第８０号）（抄） 

第３章 保健事業等 

（健康診査) 

第１６条 健康診査は、心身の健康を保持するために行われる診査及び当該診査に基づく

指導とする。 

（医療等以外の保健事業の実施） 

第２０条 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、当該市町村の区域内に居住地を有する

４０歳以上の者に対し、医療（医療費の支給を含む。）、入院時食事療養費の支給（医療

費の支給を含む。）、特定療養費の支給（医療費の支給を含む。）、老人訪問看護療養費の

支給、移送費の支給及び高額医療費の支給（以下｢医療等｣という。）以外の保健事業を行

う。 

第２１条 都道府県は、前条の規定により市町村が行う医療等以外の保健事業の実施に関

し、その設置する保健所による技術的事項についての協力その他市町村に対する必要な

援助及び市町村相互間の連絡調整を行うほか、政令で定めるところにより、市町村と連

携を図りつつ、市町村に代わつて、医療等以外の保健事業の一部を行うことができる。

第２２条 医療等以外の保健事業は、その対象となる者が、医療保険各法その他の法令に

基づく事業のうち医療等以外の保健事業に相当する保健サービスを受けた場合又は受け

ることができる場合は、行わないものとする。 

（実施の委託） 

第２３条 市町村（第２１条の規定により都道府県が医療等以外の保健事業を行うときは、

当該都道府県）は、医療等以外の保健事業の一部について、第２５条第３項に規定する

保険医療機関等その他適当と認められる者に対し、その実施を委託することができる。

（実施の基準） 

第２４条 医療等以外の保健事業の実施の基準は、事業の種類ごとに、市町村の人口規模

及び財政事情その他地域の諸事情に配意して、厚生労働大臣が定める。 

 



○母子保健法 (昭和４０年法律第１４１号)（抄） 

第２章 母子保健の向上に関する措置 

（保健指導） 

第１０条 市町村は妊産婦若しくはその配偶者又は乳児若しくは幼児の保護者に対して、

妊娠、出産又は育児に関し、必要な保健指導を行い、又は医師、歯科医師、助産師若し

くは保健師について保健指導を受けることを勧奨しなければならない。 

（新生児の訪問指導） 

第１１条 市町村長は、前条の場合において、当該乳児が新生児であつて、育児上必要が

あると認めるときは、医師、保健師、助産師又はその他の職員をして当該新生児の保護

者を訪問させ、必要な指導を行わせるものとする。ただし、当該新生児につき、第１９

条の規定による指導が行われるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定による新生児に対する訪問指導は、当該新生児が新生児でなくなつた後に

おいても、継続することができる。 

（健康診査） 

第１２条 市町村は、次に掲げる者に対し、厚生労働省令の定めるところにより、健康診

査を行わなければならない。 

（1） 満１歳６ヶ月を超え満２歳に達しない幼児 

（2） 満３歳を超え満４歳に達しない幼児 

 
○予防接種法 (昭和２３年法律第６８号)（抄） 

第２章 予防接種の実施 

第３条 市町村長は、一類疾病及び二類疾病のうち政令で定めるものについて、当該市町

村の区域内に居住する者であつて政令で定めるものに対し、保健所長[特別区及び地域保

健法(昭和２２年法律第１０１号)第５条第１項の規定に基づく政令で定める市(第９条

において｢保健所を設置する市｣という。)にあつては、都道府県知事とする。]の指示を

受け期日又は期間を指定して、予防接種を行わなければならない。 
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